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 1 
第 1 章 緒言 
 
1.1 研究の背景 
 1991 年に勃発した湾岸戦争において，クウェートに進行したイラク軍は撤退に際して，
クウェートの 600 以上の油井を爆破・炎上させ，大量の原油が油井から噴出した。地上に
流れ出した原油は 300 以上のオイルレイクをつくり出し，その流出面積は 49 平方キロメー
トル以上に及んだ。これらのオイルレイクの深さは最大 1ｍ，土壌に浸透した油成分は最大
値が 5ｍにも及んだ。オイルレイク下部およびオイルレイク周縁部では重度(10～20%)に汚
染された大量の土砂を含んでいることがわかった。またそれらを取り巻く広大な土地も
10%未満の低濃度で汚染されており，それらの総面積は数百平方キロメートルに及ぶものと
推定される 1)。 
 クウェートでは，国土の復旧計画策定を進めるにあたり，大規模な油汚染土壌の浄化が
緊急の課題となっており，効率的な処理技術の確立およびその技術を包含したマスタープ
ラン作りが急がれている。その目的は第 1 には地下水汚染の防止であり，第 2 には，地上
への生物相の回復，具体的には植物が生息して，しかもそれらが毒性の観点から問題ない
状況となることである 2)。 
 その一環として現地実証試験を実施してきた。試験場所は，クウェート市の南部約 70km
に位置している世界で 2 番目に大きいとされているブルガン油田の中にあるオイルレイク
No.102 である。 
 生物的な浄化(バイオレメディエーション)に関しては，すでに，石油精製工場の流出事故
対策などで実用化が行われており，米国などでは，分解微生物が市販されている。しかし，
本研究のような大規模な原油流出に対しての検討例はない。 
 本研究で対象とするクウェートの石油汚染土に関しては，湾岸戦争以前から，バイオレ
メディエーション技術に関する実験検討が KISR（クウェート科学研究所）の研究者によっ
て行われてきている 3)。また，湾岸戦争後はドイツの民間会社の技術を導入するなどして，
ブルガン油田地帯で小規模の現地試験を行った実績がある 4)。 
 
1.2 バイオレメディエーションの考え方 
 バイオレメディエーションとは，生物機能を利用して，(汚染)環境を修復する(矯正する)
技術である。対象とする環境は海洋や土壌であることが多い 5)。対象とする汚染物質は，
PCB やトリクロロエチレンに代表される有機化学物質や石油(原油)であることが多い。バ
イオレメディエーションは生分解(Biodegradation)を利用する技術である。すなわち，自然
界で起こっているプロセスを利用する。油や化学物質の自然界で起こっている劣化・分解
では，生分解が重要な部分を占めている。この生分解の過程を加速させるのがバイオレメ
ディエーションであり，具体的には肥料の添加，通気，温度制御等が行われる。汚染環境
中に分解微生物が存在しない場合，あるいは存在しても分解能力が低い場合には，分解菌
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を接種する場合もあり得る 6)。 
 バイオレメディエーション技術には，汚染した地下水・土壌に窒素，リン，有機物，空
気等を導入し，現場に生息している微生物の浄化活性を高める方法(Biostimulation)と，汚
染現場に浄化微生物が生息していない場合に，培養した浄化微生物を導入して汚染環境を
浄化する方法(Bioaugmentation)，さらには汚染地下水・土壌を微生物反応槽（バイオリア
クター）を用いて浄化する方法等がある。土壌のバイオレメディエーションでは，微生物
の分解活性が最適になるように，いかに大量の土壌を処理するかが問題となる。具体的に
は，汚染現場で処理をする in situ treatment(原位置処理法）と，汚染土壌を掘り出して施
設内で処理をする ex situ treatment に大別される 7)。これらは，図-1.2.1 のように分類さ
れる 8)。 
 バイオレメディエーションの長所としては，第一に，自然浄化作用を利用する方法なの
で，投入エネルギー量が少なく，経済的であり，第二に，微生物によって分解・無害化す
るので二次公害の危険性が少なく，恒久的な浄化が期待できる，第三に原位置ないしオン
サイトでの浄化が可能である。多少他の方法に比べて浄化のための所要時間はかかるもの
の，低濃度で広範囲に汚染されている場所へ適用する際に優れている。 
 一方，技術的に未だ確立したものではないので，自然の浄化能の向上化手法を開発して
いくとともに，低酸素，低温，低 pH，低栄養塩などの過酷な環境下で機能を発揮する微生
物の開発および機能を発現する条件の解明が必要である。このようにバイオレメディエー
ションは技術的には完成したものではないが，省資源，省エネルギーのクリーンな技術で
あり，これからの有望な技術であるといえよう。 
 石油汚染土の浄化に関しては，物理・化学的な浄化方法と生物的浄化方法があり，前者
は比較的油分の濃度が高い場合の方法であり，熱をかけて遠心分離する方法 9)，燃焼する方
法などがある。これに対し，バイオレメディエーションは対象とする汚染土の油濃度が５%
以下の比較的低い場合に適用する技術である。 
 石油の微生物分解に関する要因としては，土壌の水分，温度，無機栄養分（窒素，リン
など），化学性（ｐＨ，塩分など），酸素（分解に関与するのは一般に好気性微生物である）
などがある 10)。これらを適切な状態に保つためには，土壌の通気性・保水性などの物理的
性質が当然関係し，これらを改良する材料の開発も課題となる。また，微生物による分解
が順調に進むためには，中間代謝物による分解の停滞の阻止，微視的な微生物の生育環境
やその栄養分との接触などが関与すると考えられる。 
 一方，石油分解菌については，米国，ロシア等で市販されているものもある 2) ,11)。効率
的に石油を分解する菌の開発が望まれており，石油分解菌の選抜，遺伝子工学的な手法に
よる有用菌の開発も研究されていた。 
 本研究の現地実証試験を行うにあたっては，石油分解菌を接種する（バイオオーギュメ
ンテーション）ことは行わず，無機栄養としての肥料分添加などによって現地の土着菌の
活性をあげる（バイオスティミュレーション）方法を採用した。これは，汚染土中の油分
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を分解できる土着の分解微生物が多数いると考えられ，室内試験において市販菌の接種の
効果が認められなかったことなどによる。 
 
図- 1.2.1 バイオレメディエーション技術の分類 
地下深部 ：水循環法
原位置
in situ 
(汚染土、地下水とも）
地表部 ：ランドファーミング法
畝立て ：ソイルパイル法
汚染土
施設内 スラリー化 ：スラリーリアクター法
ex situ 
地下水 ：バイオリアクター法
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1.3 研究の目的 
 バイオレメディエーションの実証試験を成功させるうえで，好気的微生物分解に必要と
される温度，水，肥料分がどの程度であるかを室内試験で把握するとともに，保水性のほ
とんど期待できない砂漠土壌にコンポストを入れた場合の効果を明確にしておく必要があ
った。そこで，ここではフラスコレベルの分解試験を実施し，上記の効果を検討した。 
 次に，本事例のような風化原油（原油中の軽質分が揮発した油）を含む油汚染土を微生
物分解した場合，成分のうち何が分解し，何が残留するのか，そして，浄化処理土が安全
なものかどうかを客観的に評価することが望まれた。そこで，本研究では，変異原性試験
によって抽出油分の安全性を評価した。次に浄化処理土を用いて植栽試験を行い，その刈
り取り収量から浄化の評価を行った。その一方で植物体への石油由来成分の蓄積の可能性
を評価した。 
 さらに，作製させた浄化処理土の有効利用法の一環として，実証試験を行ったクウェー
トで一般的な砂漠植物を対象に植栽試験を行い，有効利用できる可能性を検討した。 
 
 本論文の構成は以下のとおりである。 
 1.1 で述べた背景のもと，実工事の規模に近い１ha 規模の実証試験を適切に実施するた
めには，油分の分解性（トリータビリティ）をあらかじめ室内試験で明らかしておくこと
が望まれる。すなわち，肥料分，水，温度，保水材などの要因が油分の分解にどのように
影響するのかを明らかにするべく試験を行ったので，これを第２章に述べている。 
 次に，第３章では現地の油汚染の程度を把握したうえで，試験区を造成し，汚染土に養
分などを加える前処理を行い，３種類の異なる方法で維持管理を行った。その間，月に１
回の頻度でサンプリングを実施し，実施した分析結果をもとに，油分濃度の分解挙動をは
じめ，水分収支などの考察を行い，評価した。また，バイオレメディエーション処理土を
対象に変異原性試験を実施し，処理土の安全性を評価した。 
 微生物の働きを利用して，汚染土を浄化するわけであるから，微生物の動態を的確に把
握しておくことは，維持管理作業の終点を把握する際などに有用な情報となりうる。 
 そこで，第４章では，まず現場の維持管理で行ってきた全菌数，糸状菌数，ヘキサデカ
ン資化性菌数の変化を評価した。次に，一部処理土を対象に酵素活性（デヒドロゲナーゼ
活性）を継続的に測定し，油分の分解挙動と比較したのでこれを報告する。さらに，土の
微生物活性を比較的正確に評価する手法とされている土壌呼吸活性を現地と同じ汚染土を
用いた室内インキュベーション試験で測定し，酵素活性との対応を評価した。 
 第５章では微生物で浄化した土の安全性を評価する手法として，植栽試験を行った。ま
ず発芽試験によって，浄化処理土に含まれる油分および塩分が発芽に及ぼす影響を評価し
た。次に，油分濃度および浄化方法が異なる浄化処理土を用いた圃場試験を実施し，三作
にわたってアルファルファおよびバミューダグラスの生育の比較を行った。三作目終了後
には，植物体および処理土に含まれる原油由来の重金属や芳香族炭化水素の分析を行い，
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その植物体への蓄積の有無を分析した。 
 第６章では，浄化処理土を現地の植栽に用いることを想定し，現地でよく用いられる砂
漠植物を対象に浄化処理土を用いたポット試験によって，処理土で生育良好でしかも現地
の夏季の気候でも生育可能な植物を選抜した。次に選抜した植物を主体に十数種類の植物
を用いて現地で植栽を行い，生育状況を評価した。 
   
 本当に土着菌が働くのか？  栄養分はどのくらい必要か？ 
水分はどのくらい必要か？ 
酵素分泌 
油 
汚染土 
ＣＯ２ 
Ｈ２Ｏ 
栄養分 
（N，P） 
（ｐＨ，温度） 
水 酸素 
微生物 
（土着菌） 
   
図-1.2.2 油汚染土のバイオレメディエーションで明らかにするべき課題 
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第２章 油汚染土の微生物分解向上のための室内試験 
 
2.1 油汚染土の微生物分解に及ぼす肥料分・温度・水分・微生物等の影響 
2.1.1 試験材料と方法 
 油汚染土のバイオレメディエーションを考える際，肥料分，温度，水分は微生物の活性
に影響する最も重要な要因である。これらについて影響の程度を室内試験で検討するとと
もに，現地土壌に生育していた土着菌と比べて市販の分解微生物がどの程度効果があるか
についても検討した。汚染土は，1993 年 11 月にブルガン油田地帯の Lake No.12 付近，
Lake No.102 付近および Jaaidan Garden内の 3箇所から採取したものを 1:1:1 に混合した
ものを供試した。その性状を表-2.1.1 に示す。Total  Petroleum Hydrocarbon(以下 TPH
と記す）は 5%強であった。参考までに非汚染土についても併記しておく。非汚染土におい
てもT-Cおよび強熱減量が大きいのは炭酸カルシウムを含んでいることによるものである。
これは，当該地域に存在する白亜紀の石灰岩由来のものと考えられる 12)。表-2.1.2 に示す
ように，わずかに礫分を含みほとんどは砂分であった。シルト，粘土分は含まれていなか
った。 
 本実験に使用した石油分解微生物は，予備試験において，活性を高めた土着菌，及び市
販されている 2 種類の微生物製剤，A 剤（米国製＝オッペンハイマー社フォーミュラーＸ）
と B 剤（ロシア製＝ビオテフィンベスト社デヴォロイル）を使用した。活性を高めた土着
菌とは，あらかじめ汚染土に肥料分と水分を試験区と同量加え，１ヵ月以上 35℃で培養を
継続したものである。これを汚染土試料に対して 10％加えた。肥料分として粉末肥料（株
式会社ハイポネックスジャパン製 微粉ハイポネックス）を使用した。最低保証成分量は
N:P:K = 6.5:6:19 である。表-2.1.3 に成分の分析結果を示す。 
 実験は，300ml 三角フラスコに汚染土 10g，粉末肥料 0～1.5g，石油分解微生物，水を加
え，恒温室で培養した。温度は 35℃を標準とし，20℃，50℃についても一部実施した。フ
ラスコ内には 1M-NaOH を入れた小瓶をセットし，1 週間に 1 度これを取り替え，吸収し
た炭酸ガスを定量した。同様に週に 1 度撹拌を行うとともに小型コンプレッサーで 1L ほど
通気を行い，容器内の気体を入れ替えた。肥料添加量，分解菌，温度，水分の 4 つの項目
について表-2.1.4 に示すように水準を変化させ試験を行った。写真-2.1.1 の恒温室を用いて
養生を行った。実験の手順を図-2.1.1 のフローシートに示す。また分解試験が終了した後，
油分を抽出し残存 TPH を測定した。なお，分析方法の詳細は第３章で述べる。試験は２連
で実施した。 
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表-2.1.1 供試土の理化学性 
表-2.1.4 試験項目 
C(%) H(%) N(%) NH4-N(%) NO3-N(%) PO4(%)
0.51 0.96 7.67 1.72 5.58 8.01
粒度 割合（％）
礫分 2mm< 4.5
粗砂分 0.25-2mm 76.5
細砂分 0.074-0.25mm 19.0
シルト分 0.002-0.074mm 0
粘土分 <0.002mm 0
表-2.1.2 供試土の粒度 
表-2.1.3 肥料分（微粉ハイポネックス）の分析結果 
項目 標準区 試験区
肥料分（％） 1.5 0，0.5，1.0
分解菌 土着菌 A剤，B剤
温度(℃) 35 20，50
含水率（％） 17 5，50
汚染土 非汚染土
色 暗褐色 浅黄橙色
臭い 油臭 なし
触感 べとつく さらさら状
含水率 (%)  4.1 1.3
強熱減量 (%) 9.6 4.8
pH 8.05 8.85
T- C (%) 5.20 1.13
T- N (%) 0.019 0.002
C/N 274 565
TPH (%) 5.47 0.1
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図-2.1.1 実験のフロー 
写真-2.1.1 汚染土の恒温培養 
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2.1.2 実験結果と考察 
(1)肥料分について 
 肥料分添加量の相違による炭酸ガス発生量の変化を図-2.1.2 に示す。石油汚染土の微生物
分解の促進には，肥料分の添加が必要である。その際，土に対しての添加量を 0.5%，1.0%，
1.5%と変化させても，分解に伴う炭酸ガスの発生量及び TPH の分解率には，差が認められ
なかった。このことから，肥料分の添加量は 0.5%以上で充分であろうと判断された。これ
は窒素としてほぼ 0.6kg/乾土-m3に相当する。分解速度は時間とともに低下し，最初に飽和
炭化水素化合物などの易分解性成分の微生物分解が急速に起こり，次に芳香族など難分解
性炭化水素の分解がゆるやかに進んでいることを示している。 
 
(2)石油分解菌について 
 石油分解菌の違いによる炭酸ガス発生量の変化を，図-2.1.3 に示した。同図では，土を加
えなかったブランクの値を差し引いて示している。図示しないが，ブランクの炭酸ガス発
生量は試験区の 10％未満であった。123 日後における累積炭酸ガス発生量は，市販のバイ
オ製剤である A 菌，B 菌の間に差はほとんどなく，分解能力は，ほぼ同じであると言えよ
う。また，土着菌の活性がバイオ製剤より高い。これら市販の微生物製剤は高価であると
共に，クウェートの環境への適応性に不明の点があることから，当面，クウェート石油汚
染土に含まれる土着菌の特性を最大限高めることによって，汚染土の浄化を図ることが望
ましいと判断された。 
 
(3)温度について 
 次に温度の違いによる炭酸ガス発生量の違いを図-2.1.4 に示す。微生物分解に及ぼす温度
の影響に関しては，炭酸ガスの発生量が，35℃で最も高く，次に 20℃，50℃の順だった。
図示しないが，分解に伴う中間生成物の指標となる水溶性の炭素量は，20℃と 35℃でほと
んど同じだったが，50℃では，半分以下だった。現地の気象条件を考えたときに分解が停
滞するおそれがある。本実験では，35℃で培養した土着菌を使用しているため，今後，高
温で馴養した土着菌を用いた場合は分解がもっと進む可能性はある。 
 
(4)水分について 
 水分の違いによる炭酸ガス発生量の変化を図-2.1.5 に示した。微生物分解に及ぼす水分の
影響に関しては，含水率 50%区での炭酸ガス発生量が最も高く，5%区では，ほとんど分解
が起こらなかった。水分が多くなることによって，流動性が増し，菌と石油との接触が増
大するためであると思われる。また，それにあわせて，肥料分がよく溶け，汚染土全体に
広がり，養分不足になることがなかったと考えられる。水分管理に当たっては，含水比が
5%より低くならないように管理する必要がある。水が十分にない現地の条件を考慮すると，
いかに少ない水の添加で，効果的に分解を進めていくかをさらに検討していく必要がある。 
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図-2.1.2 肥料分の違いによる炭酸ガス発生量の経時変化(n=2) 
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(5)分解残留物の性状 
 最も良好な条件における分解試験 4 ヵ月後および 10 ヵ月後の油成分の形態変化の一例を
表-2.1.3 に示す。 
 石油成分は(社)石油学会規格 JPI-5S-22-83 の方法 13), 14) ,15)により，飽和族炭化水素，芳
香族炭化水素，レジン分（極性成分），アスファルテン分（高分子難溶性成分）の 4 つに分
類され，溶媒としてジクロロメタンを用いた抽出油分についてこれらの画分の分析を行っ
た。  
 10 ヵ月後には脂肪族分の 80%以上が，芳香族分の 50%以上が分解した。ロス分を考慮し
たとしても，脂肪族分かなりの部分が分解したといえる。しかしアスファルテン分はほと
んど分解せず，レジン分は逆に増加する傾向が認められ，飽和族分および芳香族分の一部
が微生物分解によって形態変化したものと考えられた。 
 このように適切な水分，温度，肥料分の条件を保つことにより，石油成分の微生物分解
は進むことが裏付けられた。 
 
表-2.1.3 石油成分のタイプ別組成分析結果 
試料 脂肪族分 芳香族分 レジン分 アスファルテン分 ロス分
未処理 2.07 1.57 0.70 0.51 0.45
4ヵ月処理 0.84 1.34 0.67 0.52 0.63
10ヵ月処理 0.27 0.70 1.00 0.49 0.94
数値は乾土あたりの質量％
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2.2 油汚染土の保水性向上に関する検討 
 バイオレメディエーションを乾燥したクウェートの気候条件で実施するためには水分の
維持が重要であり，現地では保水性向上のため現地で入手可能なサウジアラビア産コンポ
ストを加えることとした。ここでは，同じ現地と同じサウジコンポストの保水能力を検討
した。なお，コンポストの性状は表-2.2.1 に示すとおりである。 
 
 
 
 
 
 
 
2.2.1 実験概要 
 現地汚染土と粒径の類似している珪砂 7 号(土木材料として用いられている資材であり，
粒径がほぼ 0.05～0.2mm，SiO2は 94％以上）。またを用いて現地試験で用いるコンポスト
の保水性向上効果を検討した。試験区は珪砂の中にコンポストを 0%(無処理区)，5%，10%，
15%，20%の各割合で加え，初期条件を 18 時間容水量(含水比で約 30%)，含水比 20%，含
水比 15%の 3 条件とし，温湿度は，24 時間サイクルで昼間は気温 35℃，湿度 30%，夜間
は気温 20℃，湿度 50%の環境下で，15～20 日間養生し，水分の蒸発散量を測定した。 
2.2.2 実験結果と考察 
 図-2.2.1 に試験結果の一例を示す。図から明らかなように，無処理区に比べ明らかにコン
ポストの添加で日蒸発量は低下し，含水比は高くなる。コンポストの添加量が大きいほど
大きい。初期含水比が 15%の場合，含水比が 5%以下になるのに 無処理区では，わずか 5
日であるのに対し，5%区で 9 日，10%区で 12 日，20%区で 20 日となっている。これから，
コンポストの添加は保水能力の維持に有効であることが明らかとなった。しかもわずか 5%
の添加量でも効果は期待できる。 
項目 単位 結果
pH 7.5
電気伝導度（1：5） mS/m 730
全炭素 % 26
全窒素 % 2.7
表-2.2.1 コンポストの性状 
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2.3 まとめ 
 油汚染土のバイオレメディエーション（生物学的浄化）に必要な条件等に関して検討し
た結果，以下が明らかになった。 
 
・油含有量 5～6％の汚染土では，そのまま放置したのでは微生物による分解はほとんど進
行しないが，肥料分の必要量添加，水分の適切な維持によって，汚染土中の土着の油分解
菌の活性が上がり，油の微生物分解が進行した。窒素として 0.6kg/m3-土で良好な分解が
認められた。含水比が 5％では分解せず，20％以上では高い方が良好な分解が認められた。 
・約 8 ヵ月で，油成分のうち飽和の炭化水素はそのかなりの部分が分解し，芳香族のそれ
は約半分に分解する。しかし，レジン・アスファルテン分はそのまま残留した。 
・２種類の市販の微生物製剤は土着の石油分解菌に比べて特に優れた分解効果は持たなか
った。 
・土の保水性を維持するのにコンポストは有用であり，土に対して 5%の添加でも効果が認
められた。 
 
 これらの結果を受けて，３章の現地実証試験を行うこととした。 
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第 3 章 現地実証試験 
 
3.1 汚染土の分布とその性状 
 実験工事に先だって，工事の対象となる写真-3.1.1 のオイルレイクについて，油汚染の深
さ方向，水平方向の程度を的確に把握するために性状調査を行った。掘削予定地の中の 10
箇所について深度 0, 20, 40, 60, 80cm それぞれにおける汚染土のサンプリングを行い，そ
の性状を調べた。 
 これらの結果の一例を図-3.1.1 に示す。同図で TPH（＝Total Petroleum Hydrocarbon）
はフロンで抽出される成分の質量割合を，TPH(I.R.)はすべての炭化水素に共通する C-H の
結合による赤外線の吸収スペクトルの強度から油分の含有量を求めたものである。分析方
法は 3.3 に後述する。また，強熱減量は 600℃強熱による減量割合をそれぞれ求めたもので
ある。表層の油汚染土の油分含有割合は大きく，25～70%に及んだ。しかし，ほとんどの
場所において，40cm 以深では汚染が少なくなり TPH で 1%未満となった。しかしながら
一部では，50cm 掘削後でも点々と黒褐色を示す部分が存在し，これ以深まで汚染が進んで
いることが示唆された。 
 そのため，上記地点の近傍で汚染が残っていると思われる試験サイトの奥側 2 カ所につ
いても深さ 50cm 掘削面からさらに 140cm の掘削(Total で 190cm)まで試掘を行なった。そ
の結果，2 ヶ所のうち 1 カ所では表層では肉眼で見てさほど汚染してなかったが，深度が大
きくなるにつれ，汚染度合いがかえって大きくなり，深度約 160cm 付近では真っ黒いター
ル状の油分の滲みだしが認められた。さらに，深く掘り進めるといわゆる 180cm 以深でガ
ッチソイルと呼ばれる硬質の不透水性の層となった（写真-3.1.1）。図-3.1.2 の TPH の分析
結果から明らかなように 60cm～70cm の深度ではほとんど汚染がないのに 160cm では
TPH で 10%以上もの大きな汚染となっており観察結果が裏付けられた。深度が 190cm の
部分では TPH は 0.1%未満であり，ガッチソイルの層の中までは汚染してないことがわか
った。オイルレイクの下部にある亀裂などから滲みだした油が不透水(不透油)のガッチソイ
ル層の上に溜まっていたのではないかと推察された。 
 各汚染土試料からフロンで抽出した油分の GC-FID による分析結果の一例を図-3.1.3 に
示す。同図からわかるように脂肪族に関してはクウェート原油と比べて，炭素数の少ない
低沸点の成分の割合が少なく，原油成分のうち直鎖脂肪族炭化水素として炭素数 12 未満の
軽質分が揮発したこと裏付けられた。なお，図-3.4.2 に後述するように，石油成分のうち飽
和族分は 4 割，芳香族分は 3 割，極めて難分解なレジン分およびアスファルテン分はそれ
ぞれ 1 割強を含んでいる。 
 オイルレイクで流動性のある油分は，KOC（国営石油会社）によって大部分は回収され
ており，極めて粘性の高い黒色のオイルスラッジが表層を覆っていた。スラッジ直下の油
分含有量は高く 25～70%に及んだ。スラッジの下部では砂層に油が浸透し，その油含有量
は 5～10%である。ほとんどの場所において，40cm 以深では汚染が少なくなり 1%未満と
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なったが，オイルレイク中心部では，40cm 以深でも 3%程度を示し，油分が約 2m 下部の
不透水層の直上まで浸透している部分も存在した。また，汚染土の塩分含有量も大きく，
数千 ppm を超えるところもあった。pH は 6～7 のほぼ中性であった。 
写真-3.1.1 対象としたオイルレイク-102 
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図-3.1.1 深度別汚染の分布状況 
写真-3.1.1 試掘箇所 オイルレイク次表層から 1.5m 以深の汚染状況 
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図-3.1.2 50cm 以下深度別汚染の分布状況 
図-3.1.3 GC-FID のクロマトグラム 
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3.2 試験区の造成 
 現地工事の概念図を図-3.2.1 に示す。 
 
図-3.2.1 現地実証試験工事の概要 
ドロ－ 
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3.2.1 汚染土の掘削 
 当該オイルレイクの 1 ha (133 m×75 m)を対象とし，平均で深度 1m まで掘削を行った。
はじめに大型のグレーダーを用いて表層約 30 cm のオイルスラッジの除去を行った。その
後，軍による地雷探査および撤去が行われた。次に油含有量が約 5%の汚染土およびそれ未
満の汚染土を順次バックホウで掘削した。掘削したオイルスラッジ（約 3,000m3）と油汚
染土（約 7,000m3）はオイルレイクから約 800 m ほど離れた処理ヤード近傍にダンプカー
で運搬し，ストックした。 
 
3.2.2 汚染土の分類と前処理 
 まず，回転式の分級機で 40 mm 以上の粗粒の油の塊を除いた後，外観，手触り等から，
中汚染土，軽汚染土 に分類し，それぞれを十分に均一化した。 
 各汚染土の性状は表-3.2.1 のとおりである。 
 次に，第２章にて，必要量の栄養分として肥料の添加，水分の維持管理によって，土着
の油分解菌が活性化し，油の微生物分解が確認されているため，肥料，副資材の添加を行
った。中汚染土の場合で尿素肥料（窒素 46％）を窒素として約 3.2kg/ m3，過リン酸石灰（リ
ン酸 18％）をリン酸として 2.6kg/ m3加えた。軽汚染土の場合はこの 1/2 を添加した。室
内試験では 0.6 kg/ m3の窒素で効果が認められているが，ここでは長期に養生することを
念頭に，それより多くの窒素を添加した。なお，リンについては供試した肥料をあらかじ
め分析した結果，水溶性のリンの含有量が 1.02％（リン酸として 2.33％）であったので，
水溶性リン酸の添加量は約 0.34 kg/ m3であると考えられる。その際，C/N 比は約 15 であ
り，C/P 比は約 42 であった。N/P 比は約 3 であった。なお，C と水溶性 P の比は約 330
であり，N と水溶性 P の比は約 22 であった。土の保水性の向上，微生物の栄養分あるいは
すみかを与えることを目的として，ウッドチップ，コンポストをそれぞれ体積割合で 2.5%
を加えた。 
 コンポストはサウジアラビア産であり，第２章の表-2.2.1 に示したとおり，T-C は 26％，
T-N は 2.7％，C/N 比は 9.6 であった。ウッドチップは現地で生育するアカシアなどの木本
類を破砕して得た最大長さ 5cm 未満，厚み 5mm 未満のチップであった。これらの添加物
の配合を表-3.2.2 に示す。その後，ミキシングマシンを用い，十分に混合を行った。 
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表-3.2.1 供試土の性状 
材料 単位 中汚染土 軽汚染土
ウッドチップ 土の体積の2.5% 土の体積の2.5%
コンポスト 土の体積の2.5% 土の体積の2.5%
窒素肥料 kg/m3 6.86 3.43
kg-N/m3 3.16 1.58
リン酸肥料 kg/m3 14.2 7.12
kg-P2O5/m3 2.56 1.28
表-3.2.2 添加物の配合 
単位 中汚染土 軽汚染土 非汚染土
水分 ％ 2.81 1.92 1.79
強熱減量 ％ 9.03 5.06 2.25
TPH ％ 3.94 1.87 0.02
TEM ％ 6.15 2.4 0.03
pH 7.1 7.7 9.2
EC（土：水＝1： mS/m 1420 690 22
塩化物イオン mg/kg 6283 2530 153
粒度(10%粒径) mm 0.08 0.08 0.08
粒度(40%粒径) mm 0.2 0.02 0.2
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3.2.3 試験区の造成 
 この処理土を用いて下に示す 3 つの方式で処理ヤードを造成した。その規模および配置
は図-3.2.2 のとおりである。 
 ①ランドファーミング（畑方式） 
 ②ウインドロ－コンポスティングソイルパイル 
（高畝切り返し方式=以下ウインドロ－パイル区という） 
 ③スタティックバイオヴェンティングソイルパイル 
（高畝強制通気方式=以下スタティックパイル区という） 
 ①は中汚染土及び軽汚染土を用いて作成し，②は中汚染土のみ，③は軽汚染土のみを作
成した。①のランドファーミング区は１試験区あたり，幅 30ｍ，長さ 40ｍ，厚さ 30cm と
した。②及び③のソイルパイルは同じ形状で，１試験区あたり，高さ 1.5ｍ，断面積 3.5ｍ2，
長さ 20ｍとした。 
 ②及び③について，水分添加のために，各畝の内部にリーキーパイプ(Leaky Pipe 
Systems Ltd 製＝英国)と呼ばれる多孔質の直径 20mmのゴム素材による給水管を 5本設置，
更にパイル天端に約幅 50cm の溝を設けた。ソイルパイルの断面図は図-3.2.3 に示すとおり
である。 
 ②は，フロントローダによる切り返しを行うのに対し，③は切り返しを行わず，ソイル
パイル下部に散気管を埋設し空気を強制的に送り込む方式とした。図-3.2.4 にスタティック
パイル区の概念図を示す。同図のようにパイルの下層に砂利を敷き，その中に内径 10cm の
プラスチックパイプを３本通した。プラスチックパイプには 75cm おきに直径 0.35mm の
孔をあけた。これは各孔に出来るだけ均一に送気を行うためである。送気量は，2.25～
2.5L/kg/日＝72～80m3/パイル/日とした。これは，対照汚染土中の油分に分解に必要な酸素
量から算出したものである。送気量は室内試験結果から，以下のように求めた。 
 
 TPH=5.33%の土の室内培養試験によれば， 
 炭酸ガス発生量は平均 50mg-C/kg･日，最大 300 mg-C/kg･日 
 酸素消費量は平均 135mg-O2/kg･日，最大 800 mg-O2/kg･日 
 体積換算では平均 0.094L/kg･日，最大 0.56L/kg･日 
 空気に換算で平均 0.47L/kg･日，最大 2.81L/kg･日 
 スタティックパイル区の油分濃度はこの約半分であったので 
 空気に換算で平均 0.23L/kg･日，最大 1.4L/kg･日 
 しかしながら，室内試験と異なり，現場では，送気した空気の 10％程度が実際に有効利
用されると想定し上記の約 10 倍量の空気を送ることとした。 
 
 それぞれの区に対して，散水と耕耘などの処理を行わない対照区を設置した。 
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図-3.2.3 ソイルパイルの断面図 
図-3.2.2 実験区のレイアウト 
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図-3.2.4 スタティックパイルの概念図 
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3.3 維持管理 
 ①ランドファーミング区  トラクターおよびチラーで毎日耕耘をおこなった。散水に
関しては，自走式のイリゲーションシステムを用いて行った。6 月末から 10 月末まで夜間
に散水を実施し，他の時期は昼間に実施した。これは，図-3.4.6 に後述するように，夏季の
日平均気温が 40℃近くになり，昼間の最高気温が 50℃以上になる場合もあり，極めて高い
ため，散水した水が有効に使われる前に蒸散してしまうことを懸念したからである。 
 水分は，3 方式とも，含水率として 8～10%を維持するよう管理した。（写真-3.3.1） 
 ②ウインドロ－パイル区  リーキーパイプ及び，パイル天端の溝からの給水を，ラン
ドファーミング区と同様に 6 月末から 10 月末までは夜間実施し，他は昼間に実施した。通
気のための切り返しを計画時は月 1 回としていたが，3 週後ぐらいから内部が嫌気状態と判
断されたため，7 月中旬から 2 回/月，8 月中旬から 1 回/週を実施した。（写真-3.3.2） 
 ③スタティックパイル区  散水に関して，ウインドロ－パイル区と同様に実施した。
95 年 9 月および 96 年 6 月にコンプレッサーの故障等によりフロントローダを用いて切り
返しを 2 回実施した。それ以外は全く切り返しを行わなかった。（写真-3.3.3） 
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図-3.3.1 ランドファーミング区の維持管理 
図-3.3.2 手前がランドファーミング区，奧がウインドローパイル区 
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表-3.3.1 分析項目と方法 
図-3.3.3 スタティックパイル区の造成 
分類 測定項目 手法の概略
含水量等 含水量 105℃　1晩乾燥
散水量 流量計で積算
気温 百葉箱を設置、自動計測
地温 ﾗﾝﾄﾞﾌｧｰﾐﾝｸﾞ区：10cmおよび30cm深を自動計測
ｿｲﾙﾊﾟｲﾙ区：70cm深に温度計設置し所定時刻に測定
油分 TPH フレオン抽出、赤外分光光度計で測定(EPA 418.1)
TEM（ｼﾞｸﾛﾛﾒﾀﾝ） ジクロロメタン抽出、質量測定
TEM（ﾌﾛﾝ） フロン抽出、質量測定
石油成分の分画 ジクロロメタン抽出、カラムクロマトグラフで分画、定量
(石油学会規格JPI-5S-22-83)14)
脂肪族成分 フロン抽出、ガスクロマトグラフ（FID）
芳香族成分 フロン抽出、高速液体クロマトグラフ(RFD)
理化学性 pH 土と水の比率1:2の溶液についてpH計で測定
強熱減量 550℃ 3時間マッフル炉で強熱
電気伝導度 土と水の比率1:2の溶液について電気伝導度計で測定
塩素イオン 550℃強熱後、硝酸銀滴定法で測定
硫酸イオン 550℃ 強熱後、硫酸バリウム比濁法で測定
リン酸イオン モリブデンイエロー吸光光度法で測定
アンモニア態窒素 ネスラー試薬による吸光光度法で測定
硝酸態窒素 カドミウム還元法で測定
ケルダール窒素 ケルダール分解、蒸留滴定
微生物性 細菌 希釈平板法(pH7.3の栄養寒天培地による)
糸状菌 希釈平板法(pH5.6のPDA培地による)
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 モニタリング項目とその方法の概略は表-3.3.1 に示す。 
 土中の油分含有量は，EPA（米国環境保護局）規格に従ったフロン溶媒による抽出液か
ら赤外分光光度計によって求めた TPH と，ジクロロメタン溶媒による抽出液をソックスレ
ー抽出装置(Tecator 1043)で抽出した油分の乾土に対する質量割合で示した TEM を測定し
た。それぞれの分析法の詳細を以下に述べる。 
 
TPH：EPA 418.1 に従ってフロン 113 を用いて抽出を実施した。n-ヘキサデカン 15ml，
イソオクタン 15ml，クロロベンゼン 10ml の混液を 200 倍希釈したものを標準物質
とし FTIR (ﾌｰﾘｴ変換赤外分光光度計)で C-H 結合に由来する赤外線吸収量（2950 
cm-1）で検量線を求め，サンプルはシリカゲルで洗浄後，吸光度を測定した。抽出液
は FTIR で C-H 結合に由来する赤外線吸収量を求め，吸収量の比較で油分含有量を求
めた。 
TEM：ジクロロメタンを溶媒に用い，ソックスレー抽出装置で抽出を 4 時間以上行い，溶
媒を除去後抽出物の質量をもとの土の乾土に対する割合で求めた。 
 
 石油画分（脂肪族，芳香族，レジン，アスファルテン）の定量は，溶媒としてジクロロ
メタンを用いた抽出油分について(社)石油学会規格 JPI-5S-22-83 に準拠して行なった。 
 脂肪族画分の詳細は，水素炎イオン化検出器(FID)を用いたガスクロマトグラフによって，
芳香族画分は，高速液体クロマトグラフによるEPAの定めた16種類の有害芳香族成分(EPA 
standard 61016))について，蛍光検出器(RFD)を用い，逆相モードで行った。それぞれの分
析法の詳細を以下に示す。 
 
脂肪族画分：抽出はソックスレー抽出装置を用いて，汚染土 2ｇにフロン 30mL を加えて行
った。抽出装置には Tecator 社のソクテックシステムを用いた。無水硫酸ナトリウ
ムを 0.5〜1g 加えた。抽出時間は 3 時間で，リンスに 1 時間をかけた。 
 抽出後いったん溶媒を蒸発させた。抽出物は正確に秤量した。抽出物は 25ml メ
スフラスコで正確に 25ml にメスアップした。抽出油分として 10mg 分の抽出液を
ピペット（計量できるピペット）で採り，試験管に入れた。 
 試験管は，寒剤を入れた氷の入ったビーカー中に入れた。このとき，試験管内に
窒素ガスを弱く流し入れ，溶媒（フロン）の蒸発を促進させた。溶媒が完全になく
なる前に，ヘキサンを 1ml ほど加えた。 
 溶媒（フロン）の蒸発が終了したら，試験管中の抽出分を上記のヘキサンを含め
全量約 40ml を使ってカラムでクリーンアップした。カラムはで下層シリカゲル 4
～5mL，中層アルミナゲル 4～5mL，上層無水硫酸 1ｇで構成されている。初めに
少量のヘキサンで抽出物を注意深く流し入れ，あとで残りのヘキサンで洗うように
した。カラムの下部にはコックをつけ，2ml/min の速度で流下するように調節した。 
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 流出液は全量を集め，ロータリーエバポレーターでヘキサンを少量になるまで蒸
発させた。8 時間ほどかけゆっくり行った。これを目盛りつき試験管にヘキサンで
共洗いして全量を移した。 
 試験管は，寒剤を入れた氷の入ったビーカー中に入れ，試験管内に窒素ガスを弱
く流し入れ残量が 1ml となるまで蒸発させた。1ml 以下になったら，ヘキサンを足
して丁度 1ml とした。これを GC のオートサンプラー用のバイアル瓶に入れた。 
 GC-FID でスプリットレス方式により分析を行った。機器の分析条件は表-3.3.2
に示す。スプリットレスのキャピラリカラムを用いた。 
 
 
表-3.3.2 ガスクロマトグラフの分析条件 
機種         島津製作所 GC 17A  
                    
  注入口       スプリットレス   
  カラム       Fused silica capillary column   
        CBP 1 - M 25 025 (25m x 0.22 mm id., df= 0.25 micron)   
  検出器       FID (Flame Ionization Detector)  
  
分析条件         
  注入量       1 ml   
  キャリアガス    Helium/0.9 ml/min   
  初期温度       60 ℃ / 2 min    
  温度勾配       6 ℃/ min to 280 ℃ /20 min  
  最大温度      280 ℃  
  Injector 温度     300 ℃  
  検出器温度    310 ℃  
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芳香族画分：2g の試料を用意し，ヘプタン 40 ml を加え，超音波発生装置に 4 時間かけ，
室温条件で抽出する。その後，ガラス繊維ろ紙で吸引濾過を行った。抽出液のカラムには
活性アルミナゲル 50〜70ml をスラリーパッキングし，その上に 1g の無水硫酸ナトリウム
を加えた。アルミナゲルは 70〜230 メッシュのもので 200℃で 4 時間活性化した後 5%の水
で不活性化したものを用いた。カラムは内径 190mm×長さ 400mm で二重管で外側に温水
を循環できる仕様のものを用いた。温水は 50℃に保った。スラリーはヘプタンを用い準備
した。分画は以下のように行った。 
 100ml のヘプタンで溶離する。このフラクションは脂肪族画分とする。 
 次に 100ml のトルエンで溶離する。このフラクションに芳香族成分が含まれる。 
 溶離液はロータリーエバポレーターを用い水槽で 40〜50℃に保ちながら，静かに溶媒を
取り除いた。残渣はメタノールで完全に洗い，0.45μm のミリポアフィルターで 15ml とし
た。その 1ml をバイアル瓶にとり，HPLC 分析に供試した。 
 これらは，石油学会規格 JPI-5S-22-8314)を参考にした。また，HPLC 分析は EPA 550.017)
に準拠した。 
 蛍光検出器を備えた液体クロマトグラフで逆相モードで，水-アセトニトリル系でグラデ
ィエントをかけて，分析を行った。分析条件は表-3.3.3 に示すとおりである。蛍光検出器の
励起波長および蛍光波長のタイムプログラム設定条件は表-3.3.4 に示す。 
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機種    島津製作所 LC 10A 
    UV/Visible photodiode array 
    Fluorescence detector 
分析条件     
カラム  Supelcosil LC-PAH (RP-18 column 25 x 4.6 cm 5 mM packing) 
 ガードカラム  Supelco guard LC 18 (2×4.6 cm) 
 移動相   H2O/ Acetonitrile (both HPLC grades) 
 グラディエント条件  
Time/min    ｱｾﾄﾆﾄﾘﾙ(%)         水(%) 
 0   40   60 
 5   40   60 
 30   100   0 
 40   100   0 
 流速   1.5 ml/min 
 温度   室温 
 注入量   10 ml  
 
検出器  Fluorescence time programmable (Excitation/ Emission wave length) 
 蛍光検出器は対象とする EPA の定めた 16 種類の有害芳香族化合物のそれ
ぞれについて最適な波長となるように time program を設定した。その条
件は表- 3.2.7 に示す。 
 
表-3.3.3 液体クロマトグラフの分析条件 
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 時間 (min)  条件   設定値 
 0.01   B.CONC   40.0 
 0.01   Ex. Wavelength  280 
 0.01   Em. Wavelength  340 
 5.0   B.CONC   40.0 
 20.0   Ex. Wavelength  250 
 20.0   Em. Wavelength  390 
 22.8   Ex. Wavelength  260 
 22.8   Em. Wavelength  420 
 25.6   Ex. Wavelength  265 
 25.6   Em. Wavelength  385 
 28.5   Ex. Wavelength  305 
 28.5   Em. Wavelength  430 
 30.0   B.CONC   100 
 34.0   Ex. Wavelength  305 
 34.0   Em. Wavelength  500 
 37.0   Ex. Wavelength  280 
 37.0   Em. Wavelength  340 
 30.0   B.CONC   100 
 30.0   B.CONC   40 
 30.0   B.CONC   40 
50.0   STOP 
 
 
表-3.3.4 高速液体クロマトグラフのタイムプログラム
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 また，理化学性に関する分析方法は以下に示す。 
・ｐＨ   ｐＨ計を用い，純水を土に対して 1:2 の比率で加えて測定した。 
・電気伝導度 (EC) 電気電導度計を用い，純水を土に対して 1:2 の比率で加えて測定
した。 
・強熱減量 土を 550℃で 3 時間強熱し，乾土に対する減量分を測定した。 
・塩素イオン 強熱減量後の灰分について，硝酸銀滴定によって測定した。 
・硫酸イオン 強熱減量後の灰分について，硫酸バリウム比濁法によって分析
した。 
・リン酸イオン 1:5 の比率で純水で溶出した成分についてモリブデンイエロー
による吸光光度法で分析した。 
・アンモニア態窒素 1:5 の比率で純水で溶出した成分についてネスラー試薬による
吸光光度法で分析した。 
・硝酸態窒素 1:5 の比率で純水で溶出した成分についてカドミウム還元法で
分析した。 
・ケルダール窒素 ケルダール分解装置を行い測定した。 
 
 
 モニタリング頻度は，自動計測以外，土中の含水量，温度は毎日測定，土中の油分含有
量，無機成分，微生物分解は月に一度，石油画分の定量，ガスクロマトグラフ及び高速液
体クロマトグラフの詳細分析は３ヵ月に一度行った。 
 サンプリングに際しては，ランドファーミング区では，1 区当たり等間隔で 30 箇所のそ
れぞれ深さ約 10cm，30cm から取り，コンテナ内で十分に混合し，コンポジットサンプル
を供試した。ソイルパイル区は，パイルの片面 10 ヶ所ずつ合計 20 ヶ所のそれぞれ深さ約
10cm，30cm および 70cm から採取し，同様に土を十分に混合した。 
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3.4 試験結果と考察 
3.4.1 油成分の分解挙動 
（１）TPH の変化 
 図-3.4.1 に，3 つの処理方式における TPH の経時変化を示す。いずれの方式においても
4 ヵ月までは急速に値が減少し，それ以降はなだらかに減少している。その際，ランドファ
ーミング区の方が両ソイルパイル区と比べて，初期の分解速度が大きく，そして 12 ヵ月後
にはランドファーミング区で全 TPH の 80%強，ソイルパイル区で 75％強分解している。 
（２）脂肪族，芳香族分の変化 
 次に，油分のうち，いかなる成分が分解しているのか明らかにするためにジクロロメタ
ン抽出成分について，JPI-5S-22-8314)に従ってカラムクロマトグラフで分画し，定量を行
った。その結果を図-3.4.2 に示す。 
 実験前の油の組成はおおよそ，飽和脂肪族分・芳香族分・その他成分がそれぞれ 1/3 ずつ
である。 
 図から明らかなように分解できているのは飽和族分と芳香族分であり，レジン分とアス
ファルテン分はほとんど分解していない。最も分解の進んだランドファーミング区では 9
ヵ月後には脂肪族の約 80%，芳香族の約 40～50%が分解された。 
それに対して，両ソイルパイル区では，途中段階で，ランドファーミング区より芳香族の
分解がやや少ない傾向が認められたが，12 ヵ月後にはランドファーミング区と同程度にな
った。 
 ここで，脂肪族に関してクロマトグラムを図-3.4.3 に例示する。これより，処理区ではと
くに炭素数の少ない飽和族のピークが激減しており，分解が進んでいる。一方，炭素数が
20 をこえる成分については若干量残留している。 
 芳香族画分については，蛍光検出器を用いた逆相の高速液体クロマトグラフ(HPLC)で多
環芳香族の定量を行った。試料のクロマトグラフの一例を図-3.4.4 に示した。ここで，各標
準化合物の保持時間±0.3 分以内に検出されたピークは同一化合物として同定した。ナフタ
レンおよびクリセンは，それぞれ溶出に用いたトルエンの不純物と考えられる成分の妨害
とベースラインの変動が大きいことから，本報では定量できなかった。定量が可能であっ
た 6 成分について対照区に対する処理区の定量値の比率を図-3.4.5 に示した。 
 同図からわかるように，アセナフテンは 6 ヵ月で不検出の領域まで減少している。また，
フルオレン， フェナントレン，フルオランテンは 6 ヵ月で未処理土の 5～20%にまで減少
している。これに対して，ピレン・ベンゾピレンについては，6 ヵ月ではまったく減少しな
かった。しかし12ヵ月経過した段階で，ランドファーミング区について約50%が分解した。
この両者を含め，上述のすべての項目については 15 ヵ月を経過した段階で，後掲の表-5.3.1
に表示するように，検出限界以下となった。 
 処理区では，分解を促進させるために土壌の耕耘，切り返し等を行っていることから，
対照区と比較して蒸発・揮散による減少が大きいことも考えられるが，ピレンやベンゾピ
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レンのような比較的蒸発しにくい化合物においても減少がみられていることから，微生物
による分解が生じていると考えられた。また，処理区では散水に伴う油の流出も考えられ
るが，流出の一切ない室内試験において，油分が減少していることから，分解による減少
が主であると考えられる。 
 なお，実験中における油成分の揮散による減少を考慮する必要がある。対照区での TPH・
TEM の減少が 12 ヵ月間で 3 つの処理方式で 0.4～0.8%であり，この程度であると考えて
られる。 
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図 3.4.2 TEM の経時変化と分画定量結果 
図 3.4.3 GC-FID のクロマトグラフ 
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図-3.4.4 HPLC-RFD のクロマトグラフ 
ｳｲﾝﾄﾞﾛｰ 12 ヵ月処理土 
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図-3.4.5 多環芳香族化合物の対照区に対する処理区の比率 
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3.4.2 温度条件と油分解との関係 
 気温とウインドロ－パイル（-70cm）の地温について，日平均の経日変化を図-3.4.6 に示
す。維持管理工開始から 9 月上旬まで最低気温が 35℃を超え，最低気温でも 25～33℃，最
高気温が 45～49℃に達した。9 月中旬以降に気温は低下し始め，平均気温で 10 月中旬で約
25℃，11 月中旬で約 18℃となった。12 月～1 月が気温が年間で最も低下し 10～18℃であ
り，最低気温が 3～13℃，最高気温が 13～21℃であった。2 月からは気温は徐々に上昇し，
3 月初旬で約 20℃，5 月初旬で 30℃となった。 
 これに対して，ソイルパイル深度 70cm の地温は 9 月上旬まで 40～45℃，9 月中旬で約
40℃，10 月中旬で約 30℃，11 月中旬で 25℃，12 月～1 月で 15～18℃であった。夏場で
平均気温より 5～10℃高く，冬場でも気温より 3～8℃高くなっていた。2 月以降再び気温
の上昇とともに地温も上昇したが，平均気温と同程度であった。 
 以上のように土中温度が高い状態を維持した時期には TPH は急激に低下しており，10
月以降 2 月まで土中温度が低下時期には，TPH の低下にも停滞する傾向が認められる。こ
のことから，土中温度が微生物の分解に深く関係しているといえよう。なお，2 月以降土中
温度は上昇したにもかかわらず TPH の分解速度が遅くなったのは，土中の飽和族分を主と
する易分解性成分がすでに十分分解されたことによると推察される。 
図-3.4.6 気温および地温の変化 
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3.4.3 土壌の水分収支について 
 2.3 に述べたように，3 つの方式とも，含水率として 8～10%を維持するように散水した。
土中の含水率の測定結果を図-3.4.7 に示した。6 月中は管理体制の立ち上がり時期であり，
すべての区において，含水率として 5%に満たない不足した状況であった。しかし，図から
わかるように，7 月以降は含水率として，ほぼ 8%以上を維持した。 
 各方式における単位土量当たりの累積の散水量実績を図-3.4.8 に示す。ランドファーミン
グ区とウインドロ－パイル区やスタティックパイル区を比較した場合，ランドファーミン
グ区ではウインドロ－パイル区およびスタティックパイル区に比べて同じ含水率を維持す
るために土の体積当り約 3 倍もの散水量を必要とした。 
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図-3.4.7 土の含水率の経時変化 
 
図-3.4.8 単位土量あたりの散水量 
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3.4.4 肥料分の動態について 
 添加した窒素，リンの肥料分の経時変化を分析した。窒素については図-3.4.9，図-3.4.10，
図-3.4.11 にそれぞれ土中のアンモニア態窒素，硝酸態窒素，ケルダール窒素の経時変化を
示す。一方，図-3.4.12 には土中の水溶性のリン酸の経時変化を示す。 
 バイオレメディエーション処理に伴って，添加した窒素およびリンは消費される。また，
一部は溶脱や脱窒によって消費されると考えられる。 
 図-3.4.9，図-3.4.10 に示すように，尿素として添加された窒素肥料はアンモニア態窒素と
なり，その後，3 ヵ月経過後から硝酸態窒素に変化したものと考えられる。アンモニア態窒
素含有量は漸減し，10～12 ヵ月後にはほぼ検出されなくなった。 
 図-3.4.12 に示すように，水溶性リン酸含有量も漸減し，12 ヵ月後にはほぼ検出されなく
なった。 
 そこで，12 ヵ月後に開始時と同量の窒素，リン酸肥料を加えた。その結果，速やかに硝
酸態窒素の増加が認められ，土中に硝化菌が増えているものと考えられた。 
 なお，室内試験に比べて，現地実証試験では肥料成分の必要量が大きかった。 
 
図 3.4.9 アンモニア態窒素含有量の変化 
 
図 3.4.10 硝酸態窒素含有量の変化 
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図 3.4.11 ケルダール窒素含有量の変化 
 
図-3.4.12 リン酸含有量の変化 
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3.4.5 土中の塩分について 
 土中塩分について測定した一例として塩化物イオン含有量の変化を図-3.4.13 に示す。図
から処理区では塩分濃度が著しく低下しているのが明らかである。当初 6000mg/kg あった
ものが 6 ヵ月後には約 1000mg/kg にまで低下した。12 ヵ月後は数百 mg/kg にまで低下し
た。これは，散水に伴う塩分の溶脱によるものである。その傾向はランドファーミング区
で最も顕著であった。なお，図-3.4.14 に示すように，時間と共に硫酸イオンの含有量は増
加し，石油中の硫黄成分が無機化したものと考えられた。 
 このように脱塩とともに分解物が溶脱した可能性はありうるが，一方，例えば第２章の
表-2.1.3 に示したように，溶脱の起きない密閉系の室内試験において，油分の分解が確認さ
れていることから主たる油分濃度の低下は分解によるものといえる。 
 
0
1000
2000
3000
4000
5000
6000
7000
8000
9000
0 3 6 9 12 15
経過時間 (月)
塩
化
物
イ
オ
ン
 (
mg
/k
g)
中汚染土処理区 中汚染土対照区
軽汚染土処理区 軽汚染土対照区
ランドファーミング
0
1000
2000
3000
4000
5000
0 3 6 9 12 15
経過時間 (月)
硫
酸
イ
オ
ン
 (
mg
/k
g)
中汚染土処理区 中汚染土対照区
軽汚染土処理区 軽汚染土対照区
ランドファーミング
図-3.4.13 塩化物イオン含有量の変化 
 
図 3.4.14 硫酸イオン含有量の変化 
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3.5 変異原性試験について 
3.5.1 変異原性試験の位置づけ 
 汚染土が浄化されたかどうかを評価する方法として，変異原性試験を実施した。同試験
は化学物質が突然変異を誘発しやすさを調べるものである。ヒスチジン要求性 Salmonella 
sp.などのアミノ酸代謝に関して遺伝子に突然変異を起こした細菌を用い，対象化学物質の
処理によって起きる復帰突然変異の程度を調べるものである。 
 
3.5.2 試験内容と方法 
 汚染土の変異原性（突然変異誘起性）がバイオレメディエーションでどのように変化し
たか検討した。供試試料はランドファーミング区，ウインドロ－パイル区における実験開
始時から 15 ヵ月後まで 3 ヵ月おきにサンプリングした土壌サンプルから，ジクロロメタン
で抽出した油分とした。試験は労働省告示第 77 号 18)に準じて行った。これは，定められた
サルモネラ菌 5 株に対する突然変異誘起性を評価するものである。代謝活性化法（肝臓抽
出液等を加え，代謝活性化された後に突然変異を示す化合物を判定する方法）による場合
と代謝活性化法によらない場合の両者について実施した。同法によれば，復帰突然変異コ
ロニーが陰性対象の２倍以上でしかも用量依存性が認められる場合，陽性と判定される。 
 
3.5.3 試験結果と考察  
 代謝活性化法によらない場合の試験結果の一部を図-3.5.1 および表-3.5.1 に例示する。供
試汚染土は実験開始時には変異原性を示していたが，3 ヵ月後には復帰変異コロニー数は，
被検物質無しの場合と同等程度まで低下し，強い変異原は比較的初期のうちに分解された
と考えられた。一方，バイオレメディエーションの処理を行わなかった対照区ではいずれ
の時期でも変異原性は陽性と判定され，変異原性物質が残留していると考えられた。なお，
図示しないが，代謝活性化法（化合物が生体内で代謝されて変異原となる場合を想定した
方法）による場合も，処理土ではまったく変異原性は認められなかった。 
 以上のことから，バイオレメディエーションの処理によって汚染土の変異原性を低下さ
せることができると判定された。 
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図-3.5.1 変異原性試験の例（代謝活性化法によらない場合） 
 
 48 
表-3.5.1 変異原性試験結果（代謝活性化法によらない場合） 
 
  
中汚染土ランドファーミング方式 
開始時 3カ月後 6カ月後 9カ月後 15カ月後 
TA100株 - - - - - 
TA1535株 - - - - - 
WP2 uvrA株 - - - - - 
TA98株 + - - - - 
TA1537株 + - - - - 
中汚染土ウインローパイル方式 
開始時 3カ月後 6カ月後 9カ月後 15カ月後 
TA100株 - - - - - 
TA1535株 - - - - - 
WP2 uvrA株 - - - - - 
TA98株 + - - - - 
TA1537株 + - - - - 
供試菌株名 
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3.6 まとめ 
 油汚染土のバイオレメディエーションの現地実証試験は1994年12月から工事を開始し，
準備工，汚染土掘削工，試験区造成工を経て，1995 年 6 月～1996 年 9 月まで維持管理を
実施した。 
 現地のオイルレイクでは，多くの箇所で深度 50cm 以下までの汚染であったが，ところに
よっては深度 2m 近くの下部まで油が浸透しており汚染が認められた。 
 ランドファーミング区（畑方式），ウインドロ－パイル区（高畝切り返し方式），スタテ
ィックパイル区（高畝強制通気方式）の 3 方式で行い，ランドファーミング区が最も分解
が進んでいた。12 ヵ月後に脂肪族分の大部分が分解し，芳香族分の 40～50%が分解した。 
 脂肪族に関しては炭素数が 20以下の低分子成分の分解が進んでいた。芳香族に関しては，
アセナフテン，フルオレン， フェナントレン，フルオランテンの３環の成分は分解が進ん
だが。これに対して，ピレン・ベンゾピレンについては分解が遅く，12 ヵ月後に半分が分
解したが，15 ヵ月後にはすべてが検出限界以下となった。 
 ランドファーミング区は，含水率を 8～10%に維持するために，他の 2 つの方式の約 3 倍
の散水量を必要としていた。 
 変異原性試験の結果，バイオレメディエーション処理を行った試験区では３ヵ月後に変
異原性が陰性となり，処理の効果が認められた。 
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第４章 微生物活性のモニタリングに関する検討 
 
4.1 現地における微生物モニタリングの意義 
 微生物の活性を的確に把握することができれば，バイオレメディエーションの進行状況
や終点の把握を行ううえで有用であり，それができると，維持管理の適正化，コスト削
減にも結びつくものである。一方，モニタリングに時間がかかったり，操作が煩雑であ
ると，現場で適用できる技術にはなりにくい。 
 本章では，まず第３章で述べた現地実証試験で行った希釈平板法による菌数測定結果
から，油分の分解挙動と菌の活性の関係を比較検討する。次に，現地の別のシリーズで
行ったバイオレメディエーション実証試験において酵素活性（デヒドロゲナーゼ活性）
を測定しており，それと従来の菌数測定の比較をした。デヒドロゲナーゼは，A H （基
質）+ B（電子受容体）⇔A+BH の反応を触媒する酵素であり，その活性は，反応によって
生じた BH を抽出して還元型色素に由来する吸光度を測定するものである。 
 さらに，現地と同じ油汚染土を用いて室内インキュベーション試験を実施し，土壌微
生物活性の一般的な方法である土壌呼吸を測定し，酵素活性と比較検討を行った。 
 
4.2 微生物の測定方法 
（１）細菌，糸状菌，ヘキサデカン資化性菌の菌数測定 
 それぞれ希釈平板法により，35℃における土壌 1g あたりのコロニー数を求めた。このう
ち細菌は pH7.3 の栄養寒天培地を用いた。組成は，牛肉エキス 3g/L，ペプトン 5g/L，塩化
ナトリウム 8g/L，寒天 15g/L であり，ｐＨは 7.3 に調整した。糸状菌は pH5.6 の PDA 培
地を用いた。以下に，ヘキサデカン資化性菌測定法の詳細を示した。 
 10 g の供試土壌を 90 ml の生理食塩水にとり，2 分間振とう機で攪拌した。これを 10 倍
ずつ希釈し，109倍希釈の溶液まで作成した。溶液の 1 ml をピペットでシャーレに入れた。
シャーレには MBM （Mineral Basal Media）で溶かした電気泳動用寒天を注ぎ，静かに
左右に回転しながらまぜた。寒天が固まったら，シャーレを逆さまにした。滅菌した濾紙
（ワットマン No.1，9 cm）をシャーレの反対側に設置しこれにヘキサデカン 0.1 ml を加
えた。 
 35℃の温度条件で 4〜5 日間培養し，コロニー数を計測した。 
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       MBM の組成は次のとおり（1L あたり）。 
  Na2HPO4   2.0 g 
  KH2PO4    0.53 g 
  NH4NO3   4.0 g 
  MgSO4･7H2O      0.1 g 
  K2SO4       0.17 g 
  Trace Element Solution     1 ml 
  
 なお，上記の Trace Element Solution とは，水 1L あたり下記の塩類を加えて混合した
溶液を示す。 
   
  CaCl2       1.5 g 
  NaCl       0.01 g 
  KI       0.83 g 
  CoCl2･6H2O      0.048 g 
  NaMO4･2H2O      0.048 g 
  CuSO4･5H2O      0.125 g 
  H3BO3       0.01 g 
  MnSO4･4H2O      0.223 g 
  ZnCl2       0.287 g 
  
 
（２）TTC によるデヒドロゲナーゼ活性の測定 
 2 mm 以下にふるい分けされた 20 g の土壌試料は風乾し，1%の CaCO3を加えて均一化
する。試験管にその 6 g をとり，3 % TTC（2.3.5-トリフェニルテトラゾリウムクロライド）
溶液 1 ml を加え，さらに純水 2.5 ml を加え，ガラス棒で十分混合する。試験管を密閉し，
37℃で 24 時間インキュベーションした。インキュベーション終了後，濾過し，濾液は 100 
ml のメスフラスコに回収し，メタノールで脱脂綿上の赤色が消えるまで洗い込んだ。メタ
ノールで 100 ml にフィルアップした。 
 分光光度計を用いて，土を加えないブランクと比較して 485 nm で吸光度を測定した。 
 標準液は 100 mg の TPF（トリフェニルフォルマザン）をメタノールに溶解させ，100 ml
のメスフラスコにフィルアップしたものを作製し保存しておく。これをメタノールで 10 倍
希釈し，（100μg/ml）その 5, 10, 15, 20 および 25ml を 100 ml のメスフラスコにとり，メ
タノールでフィルアップした（それぞれ 500, 1000, 1500, 2000, 2500μg/100 ml）。これを
用いて検量線を作成し，サンプルの TPF 濃度を求めた。 
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（３）INT によるデヒドロゲナーゼ活性の測定 
 中型試験管に土サンプル（生土の状態で 2mm 篩を通したもの）1.0g を秤取し，0.25M
トリス緩衝液（pH7.6）0.7ml を加えたものを土壌懸濁液とした。2-(4-ヨードフェニル)-3-(4-
ニトロフェニル)-5-フェニルテトラゾリウムクロライド（INT）1％溶液を 0.3ml 添加しミ
キサーで攪拌後，遮光条件下 30℃で最大 24 時間反応させた。反応によって生成した赤紫色
フォルマザンについて，メタノール約 9ml を加え，1 分攪拌後濾過することにより抽出 
し，分光光度計により A485nm を測光した。土サンプルとして，浄化処理土及び無処理土
の油汚染土の 2 種類について，酵素活性を比較した。 
 
（４）土壌呼吸活性の測定 
 表-3.2.1 の軽汚染土を対象に，現地実証試験と同量の窒素およびリン酸肥料を加えた，現
地で用いたものと同じコンポスト（サウジアラビア産）を 5％加えた場合とそうでない場合
について試験区を設けた。水分は 15％とし，30℃で好気雰囲気で恒温養生した。１週間お
きに水分の補給および攪拌を行った。 
 ２週間に１回の頻度で土 5ｇを取り出し，ガラス瓶で密閉し，30℃で養生した。24 時間
後に取り出し発生した二酸化炭素を GC-TCD にて定量した。3 連で実施した。これを 12
週継続し，油分の分解挙動等との比較を行った。 
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4.3 現地実証試験における微生物の動態について 
 第３章の維持管理工微生物のうち，細菌および糸状菌について測定した結果を図-4.3.1 に
示す。細菌数は処理区では実験開始時において 105～106個/g であったのに対し，油分の分
解の進行と共に増加し，3 ヵ月後から 108～109個/g を維持した。また，糸状菌の場合，同
じく実験開始時において 103～104個/g であったのに対し，3 ヵ月後から 9 ヵ月後ぐらいま
で 105～106個を維持した。それ以降，低下し，開始時と同程度となった。処理区と対照区
を比べた場合，多くの場合，処理区の方が 1 オーダー程度大きい傾向が認められた。上記
のことから，処理区における一般の土壌微生物の活性が油成分の分解進行にある程度対応
していると考えられた。 
 一方，油分の分解がほぼ終了した 9 ヵ月以降においても，分解が盛んであった６ヵ月ま
でと同等の数値を示す場合もあり，必ずしも油分の分解と対応しない場合もあった。 
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図-4.3.1 微生物数の経時変化（ランドファーミング区） 
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4.4 酵素活性法による現地微生物モニタリングの例 
4.4.1 試験内容と方法 
 第３章で報告した軽汚染土と同様の TPH が 2 %のものを軽汚染土とし，汚染土には 3.2.2
と同量の肥料分，および土に対する体積比 2.5％の羊糞堆肥と 2.5％のウッドチップを加え
た。高さ約 1.3m×幅約 3m×長さ 100m の 180m3の畝を造成し，維持管理を行った。パイ
ルターナーという，畝をまたぐ形で進行し，毎分 200 回転で高速回転する刃によって土を
畝の側から中心に集め，これを後ろにはじき飛ばす形で再度畝を造成するという機構とな
っており，時速約 200m で運転された。水はミキシングと同時に畝の天端から供給された。
土壌の含水率は 8～10%を維持するように散水量の管理を行った。 
 本試験区において月に 1回の頻度で従来の希釈平板法によるモニタリングに加えて，TTC
によるデヒドロゲナーゼ活性の測定を行った。 
 
 
4.4.2 試験結果と考察 
 油分の分解挙動を図-4.4.1 に示す。第３章のランドファーミング法と同等の分解挙動を示
し，はじめの３ヵ月ぐらいで急激に油分濃度が低下していることがわかる。 
 図-4.4.2 に TTC 法によるデヒドロゲナーゼ活性の測定結果を示す。土の分解活性を反映
しており，TPH が急激に低下する時期に活性が増加する傾向が明らかに認められた。図
-4.4.3 に希釈平板法による菌数測定の結果を示した。全菌数，糸状菌数，ヘキサデカン分解
菌数のすべてにおいて油分濃度が低下が進んでいる 6 ヵ月までの時期に菌数が対照区に比
べて１～２オーダー多く，油分分解との対応は認められた。 
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図 4.4.2 デヒドロゲナーゼ活性の経時変化（パイルターナー区） 
 
図 4.4.1 油分の分解挙動（パイルターナー区） 
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4.5 土壌呼吸活性によるモニタリング 
 ここでは，室内試験によって，第３章の現地実証試験と条件をできるだけ合わせて土壌
呼吸活性の測定を行った。 
 油分含有量が TPH として 2％弱の風化原油由来の砂質油汚染土を用いた。汚染土のみの
場合，汚染土に肥料分とし窒素約 3.2kg/ m3，リン酸 2.6kg/ m3を加えた場合，汚染土に窒
素約 3.2kg/ m3，リン酸 2.6kg/ m3および第２章で用いたのと同じサウジアラビア産コンポ
ストを体積比 5％加えた場合について 30℃恒温条件で，1 週間に 1 回攪拌を行い培養し，
土壌呼吸活性（土の一部を取り密閉容器で培養し 1 日培養後の炭酸ガス発生量を定量する），
希釈平板法による全菌数を経時的にモニタリングした。 
 その結果，図-4.5.1 に示すように，汚染土のみあるいは汚染土に肥料分を加えた場合は土
壌呼吸活性は低く，50mg-C/kg 乾土であったが，コンポストも加えた場合において，2 週
後から増加し，1.5～2 ヵ月後にピークとなり，300 mg-C/kg 乾土以上となった。３ヵ月後
には活性は低下した。このことは，第３章で述べた現地試験においてはじめの 2～3 ヵ月で
油分含有量が初期に 1.8％であったのが 2 ヵ月で 1.0％，3 ヵ月で 0.64％と著しく低下した
ことと対応していた。同時に測定した全菌数の測定結果を，図-4.5.2 に示す。汚染土のみの
場合で 103～107 CFU/g ，汚染土に肥料分を加えた場合 104～108CFU/g，汚染土に肥料分
とコンポストを加えた場合 105～108 CFU/g を示し，土壌呼吸活性と傾向はほぼ対応して
いた。 
 図-4.5.3 は INT 試薬を用いたデヒドロゲナーゼ活性との土壌呼吸の相関関係を示したも
のである。有意な相関が認められ，比較的簡便な比色法によって微生物活性をモニタリン
グできる可能性が示された。 
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無相関検定を行ったところ， 
ｎ＝15 で 1％有意水準が 0.641 である。これに対して，INT の場合 R2=0.7237，R＝0.851 
であった。相関係数は 1％有意水準を上回った。 
一方，TTC の場合 R2=0.522，R＝0.722 であり，同じく相関係数は 1％有意水準を上回
った。したがって，帰無仮説は棄却され，相関があると判定される。 
図-4.5.4 土壌呼吸とでヒドロゲナーゼ活性との関係 
 
 図 4.5.3 土壌呼吸とデヒドロゲナーゼ活性との関係 
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4.6 まとめ 
 現地実証試験においては，全菌数，糸状菌数，ヘキサデカン分解菌数の計測を継続して
行った結果，油分の分解に伴う土壌中の微生物活性をある程度反映していたが，対応しな
い場合もあった。 
 好気的なバイオレメディエーションの進み具合を評価するうえで，土壌呼吸活性をモニ
タリングするのは有効な方法であるといえる。 
 デヒドロゲナーゼ活性の測定を現地の一部実験で行ったところ，油分の分解挙動を反映
しており，TPH が急激に低下する時期に活性が増加する傾向が明らかに認められた。一方，
INT 試薬を用いたデヒドロゲナーゼ活性との土壌呼吸の相関が認められ，比較的簡便な比
色法によって微生物活性をモニタリングできる可能性が示された。 
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第５章 植栽による浄化効果の確認 
 
5.1 室内試験 
5.1.1 試験内容と方法 
 バイオレメディエーションにより 11 ヵ月間処理した土，無処理区（処理区と同じ土で，
潅水，撹拌等のバイオレメディエーションの維持管理を行なわない）の土，砂漠自然土を
供試土として，発芽試験を行った。使用した処理土の性状は表-5.1.1 の通りである。供試
土は 200cc のカップ（8cm 径）に約 200g ずつ採取した。カップの底には穴を空け，排水を
確保した。植物にはバミューダグラス（学名：Cynodon dactylon Pers.）とアルファルファ
（学名：Medicago sativa）を用い，それぞれ 50 粒および 100 粒播種した。約２週間後に
発芽率を調査した。 
 なお，表-5.1.1 からわかるように，処理区の土は対照区に比べて脱塩されており，塩分濃
度は低かった。 
表-5.1.1 発芽試験供試土の性状 
 
供試土 pH EC (1：2) 塩化物ｲｵﾝ TPH
(mS/m) (mg/kg) (%)
中汚染土処理区 8.1 66.2 162 0.74
軽汚染土処理区 8.2 48.1 109 0.34
中汚染土対照区 8.2 1286.5 6773 3.29
軽汚染土対照区 8.0 470.0 2182 1.41
砂漠自然土区 8.7 18.4 62 0.03
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5.1.2 試験結果と考察 
 図-5.1.1 および 図-5.1.2 に TPH（=EPA 418.1 に従って定量）とバミューダグラスとア
ルファルファのそれぞれの発芽率との関係を示す。同図の矢印は処理前から処理後への発
芽率の変化を示している。バミューダグラスは，中汚染土の対照区で発芽せず，軽汚染土
の対照区で砂漠自然土区の 25%以下であったが，いずれも処理区で 90%以上に回復した。
アルファルファは，対照区で発芽せず，中汚染土の処理区では砂漠自然土区の 85%以上の
発芽率に回復し，軽汚染土の処理区で 60%弱に回復した。 
 このように，処理土での発芽は砂漠自然土に比較して若干劣ってはいるものの，処理に
よって発芽率の回復してくることが確認できた。TPH としてほぼ 1%を下回ると，正常な
発芽が可能な範囲に回復してくると言える。 
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図-5.1.1 発芽試験結果（バミューダグラス） 
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図-5.1.2 発芽試験結果（アルファルファ） 
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5.2 圃場試験 
5.2.1 試験内容と方法 
 上記およびポット試験による汚染土の修復確認を受けて，表-5.2.1 で示したバイオレメデ
ィエーションで 15 ヵ月間処理された 4 種の処理土と無処理土および砂漠自然土を供試土と
し，植物にバミューダグラス，アルファルファを用いた植栽試験を現地で行った。それぞ
れ 5m×5m で深さ 0.3m の区を設けた。写真-5.1.1 に実験状況を示す。肥料は化成肥料を使
用し，元肥として N 4g/m2，P2O5 3g/m2，K2O 2g/m2を加え，追肥は 1 ヵ月に 1 回同量を
加えた。上記の実験区には，バミューダグラスは 5g/m2，アルファルファは 22g/m2の密度
で播種した。 潅水は，スプリンクラーを各区に 4 個ずつ設置し，流量計で潅水量を管理し
た。飼料作物の管理法に準じて 1 ヵ月に 1 回程度の頻度で刈り込みを行った。 
 実験は 97 年 2 月中旬から 3 ヵ月間一作目を実施した。次に，バミューダグラスはほふく
茎で生長するので一作目を継続し，アルファルファは同年 10 月からは同じ土に同条件で二
作目を行った。この間植物体の生長解析（植物体の長さ，地上部質量測定等）を行った。 
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表-5.2.1 現地植栽試験供試土の性状 
 
塩化物ｲｵﾝ 
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写真-5.2.1 植栽試験区 
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5.2.2 試験結果と考察 
 一作目では無処理土区を除いて砂漠自然土区とほぼ同様に発芽し，バイオレメディエー
ションの効果が明らかとなった。 
 一作目の地上部刈り取り収量調査の結果を 図-5.2.1に示す。試験区は4分割して調査し，
その平均値およびばらつきを同図に示した。バミューダグラスは同図から分かるように，
無処理土区を除いて収量も砂漠自然土区とほぼ同等であった。軽汚染土処理区では中汚染
土処理区よりまさる傾向が認められ，土の修復の程度によって，収量に差のあることをう
かがわせた。一方，アルファルファは砂漠自然土区に比較し軽汚染土処理区で収量が上回
ったものの，中汚染土処理区では大きく劣っていた。これは後述するように，処理土に含
まれる塩分が関係して，植被率を低下させたことによる可能性が考えられた。 
 二作目のバミューダグラス，アルファルファの地上部刈り取り収量調査の結果は図-5.2.2
に示す。両者とも処理土区のすべてで砂漠自然土区の収量を上回り，植被率も回復した。
一，二作目を通じて無処理土区の植物すべてが発芽せず，生育しなかった。 
 一作目と二作目の処理土の性状を比較すると，油分濃度の低下に比較し，塩分濃度の低
下が著しい。このことから，一作目の植被率に塩分濃度がより大きく関係していたと考え
られる。 
 以上のことから，バイオレメディエーションによって，油汚染土を一作目によって十分
に植生が生育できるまでに処理できると判断した。 
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図-5.2.1 刈り取り収量（一作目）（n=4） 
 
アルファルファ
0
100
200
300
400
500
新
鮮
重
（
g/
m2
）
ﾗﾝﾄﾞﾌｧｰﾐﾝｸﾞ
中汚染土
ﾗﾝﾄﾞﾌｧｰﾐﾝｸﾞ
軽汚染土
ｳｲﾝﾛｰ
ﾊﾟｲﾙ
中汚染土
ｽﾀﾃｨｯｸ
ﾊﾟｲﾙ
軽汚染土
無処理
土
砂漠
自然土
0
200
400
600
800
1000
新
鮮
重
  
(g
/m
2)
バミューダグラス
ﾗﾝﾄﾞﾌｧｰﾐﾝｸﾞ
中汚染土
ﾗﾝﾄﾞﾌｧｰﾐﾝｸﾞ
軽汚染土
ｳｲﾝﾛｰ
ﾊﾟｲﾙ
中汚染土
ｽﾀﾃｨｯｸ
ﾊﾟｲﾙ
軽汚染土
無処理
土
砂漠
自然土
 70 
バミューダグラス
0
200
400
600
800
1000
新
鮮
重
 (
g/
m2
)
ﾗﾝﾄﾞﾌｧｰﾐ
ﾝｸﾞ中汚
染土
ﾗﾝﾄﾞﾌｧｰﾐ
ﾝｸﾞ軽汚
染土
ｳｲﾝﾄﾞﾛｰ
中汚染土
ｽﾀﾃｨｯｸ
軽汚染土
中汚染
無処理
土
砂漠
自然土
0
400
800
1200
1600
2000
新
鮮
重
 (
g/
m2
)
ﾗﾝﾄﾞﾌｧｰﾐﾝ
ｸﾞ中汚染
土
ﾗﾝﾄﾞﾌｧｰﾐ
ﾝｸﾞ軽汚
染土
ｳｲﾝﾄﾞﾛｰ
中汚染土
ｽﾀﾃｨｯｸ
軽汚染土
中汚染
無処理
土
砂漠
自然土
アルファルファ
図-5.2.2 刈り取り収量（二作目）（n=4） 
 
 71 
5.3 植物体への有害成分の集積 
 圃場実験一作目の供試土壌および栽培植物の成分検査を行い，処理土を緑化基盤材とし
て利用した場合の安全性の評価を行った。石油成分については EPA の定めた有害多環芳香
族炭化水素(PAH)16 項目を検査項目に，重金属はクウェート原油に含まれているバナジウ
ム，ニッケル，鉛，銅を，さらに硫黄も検査項目に加えた。 
 その結果，表-5.3.1 に示すように，多くの PAH は植物体から全く検出されなかった。検
出された PAH も検出下限値を下回っているものが多かった。フルオランテン， ベンゾ(a)
アントラセン， インデノ(1,2,3-cd)ピレンに関しては，植物体から定常的に検出されたが，
処理土区と砂漠自然土区の植物間に含有量の違いは見いだされなかった。土壌中の PAH と
比較すると，すべてにおいて植物の方が低く，植物への集積はないことがわかった。植物
の種類による違いも認められなかった。バナジウム，ニッケル に関しては，処理土で育っ
た植物体内の濃度が，処理土の濃度より格段に低く，砂漠自然土で育った植物体内の濃度
と同等であった。このことから，植物による集積は少ないか，もしくは無いことが分かっ
た。植物体の鉛の濃度は全般に 0.5mg/kg よりは低かったが，砂漠自然土で育った植物を含
むすべての植物体内から検出された。土壌および植物体内から検出された銅濃度から特に
集積する傾向は見いだされなかった。硫黄に関しては，すべての植物体内の濃度が土壌内
の濃度を約 30%上回ったが，砂漠自然土も同じ傾向であった。以上のことからバイオレメ
ディエーション処理後の土に植栽を行っても，植物体内には有害成分は移行せず，また集
積することもないと判断された。 
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表-5.3.1 土壌および植物体中の多環芳香族，重金属および硫黄含有量 
 
植栽土 ﾗﾝﾄﾞﾌｧｰﾐﾝｸﾞ
中汚染土
ﾗﾝﾄﾞﾌｧｰﾐﾝｸﾞ
軽汚染土 砂漠自然土
分析項目 土 Bg Aa 土 Bg Aa 土 Bg Aa
芳香族炭化水素(mg/kg)
　ﾅﾌﾀﾚﾝ <100 n.d. n.d. <100 n.d. n.d. <100 n.d. n.d.
　ｱｾﾅﾌﾁﾚﾝ <100 n.d. n.d. <100 n.d. n.d. <100 n.d. n.d.
　ｱｾﾅﾌﾃﾝ <100 n.d. n.d. <100 n.d. n.d. <100 n.d. n.d.
　ﾌﾙｵﾚﾝ <100 n.d. n.d. <100 n.d. n.d. <100 n.d. n.d.
　ﾌｪﾅﾝﾄﾚﾝ <100 n.d. n.d. <100 n.d. n.d. <100 n.d. n.d.
　ｱﾝﾄﾗｾﾝ <100 n.d. n.d. <100 n.d. n.d. <100 n.d. n.d.
　ﾌﾙｵﾗﾝﾃﾝ <10 17 14 <10 17 <5.2 <10 7.7 17
　ﾋﾟﾚﾝ <100 n.d. n.d. <100 n.d. n.d. <100 n.d. n.d.
　ﾍﾞﾝｿﾞ(a)ｱﾝﾄﾗｾﾝ <10 12 11 <10 10 4.5 <10 4.9 7.6
　ｸﾘｾﾝ <100 n.d. n.d. <100 n.d. n.d. <100 n.d. n.d.
　ﾍﾞﾝｿﾞ(b)ﾌﾙｵﾗﾝﾃﾝ <10 2.3 5.6 <10 4.2 <1.5 <10 1.6 2.2
　ﾍﾞﾝｿﾞ(k)ﾌﾙｵﾗﾝﾃﾝ <10 0.9 1.4 <10 1.1 1.3 <10 <0.8 2
　ﾍﾞﾝｿﾞ(a)ﾋﾟﾚﾝ <10 1.1 1 <10 0.2 <0.7 <10 <0.7 <0.7
　ｲﾝﾃﾞﾉ(1,2,3-cd)ﾋ 40 1.5 <1.0 20 1 <1.0 <10 <1.0 <1.2
　ｼﾞﾍﾞﾝｿﾞ(a,h)ｱﾝﾄﾗｾﾝ<10 <0.6 <0.6 <10 <0.7 <0.1 <10 2.6 <0.9
　ﾍﾞﾝｿﾞ(ghi)ﾍﾟﾘﾚﾝ 130 3 <2.2 60 2.6 <2.2 <10 <2.2 <2.5
重金属(mg/kg) 
　バナジウム 21 0.49 1.2 18.4 0.83 0.88 20.2 0.65 0.91
　ニッケル 22 0.98 1.9 20.2 1.3 1.7 22 1.8 3.2
　鉛 <20 0.1 0.35 <20 0.2 0.35 <20 0.2 0.25
　銅 6.1 5.5 7 8.6 7.5 7.5 4 4 7
硫黄(%) 0.23 0.41 0.4 0.14 0.48 0.43 0.21 0.4 0.31
Bg, ﾊﾞﾐｭｰﾀﾞｸﾞﾗｽ、Aa, ｱﾙﾌｧﾙﾌｧ
n.d. 不検出
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5.4 浄化処理土の緑化適性と物理性に関する検討 
5.4.1 試験内容と方法 
 バイオレメディエーション処理土を用いた二作にわたる植栽試験に引き続いて，三作目
を実施した。ここでは，供試土としてランドファーミング方式などで 15 ヵ月間処理された
4 種の処理土と無処理土および砂漠自然土を用い，植物としてバミューダグラス，アルファ
ルファを用いた。試験区は 5 m×5 m とし，試験方法の詳細は 5.2 に示したとおりである。 
 
5.4.2 試験結果と考察 
 図-5.4.1 に三作目の刈り取り収量調査の結果を示す。すべてのバイオレメディエーション
処理土は砂漠自然土を上回る生育を示し，処理土が緑化用地盤として優れていることがあ
らためて確認できた。一方，各処理区の間で，三作実施した後でも生育に差異が認められ，
軽汚染処理土が中汚染処理土を上回る傾向が認められた。その理由として，土壌の物理性
の違いに起因していることが予想された。そこで，処理法の異なるバミューダグラス植栽
区の各処理土の不撹乱試料を用いて，土壌物理性について三相分布の測定，変水位法によ
る透水試験および pF 水分試験を行った。 
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図-5.4.1 刈り取り収量（三作目）（n=4） 
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5.4.3 物理性の改良効果 
 三相分布の結果を図-5.4.2 に，保水性試験（pF 水分特性曲線）の結果を図-5.4.3 に，透
水性試験（変水位法）の結果を図-5.4.4 に示す。三相分布を見ると，無処理土の固相率が高
いのに比較して処理土の固相率が低くなっていることが分かった。透水係数は処理土が大
きく，無処理土および砂漠自然土が小さかった。pF 水分特性曲線に関しては，pF1.5 と pF3
における体積含水率の差，つまり植物が利用できる水分量が軽汚染処理土が一番多く，次
いで砂漠自然土，中汚染処理土で，無処理土は非常に少ないことが分かった。 
 これらを総合すると，処理土の物理性は，無処理土と比較して透水性と保水性の両者で
優れていることが分かった。また，砂漠自然土と比較しても，軽汚染処理土はその両者で
優れていることが明らかとなり，バイオレメディエーション処理によって土壌の物理性が
改良されているといえた。 
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図-5.4.3 各種処理土の透水係数 
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図-5.4.4 各種処理土の pF-水分曲線 
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5.5 まとめ 
 浄化処理土の植物への適用性を評価するために，処理土での発芽は試験を行った結果，
砂漠自然土に比較して若干劣ってはいるものの，処理によって発芽率の回復してくること
が確認できた。TPH としてほぼ 1%を下回ると，正常な発芽が可能な範囲に回復してくる
と言えた。 
 バイオレメディエーション処理土を用いて植栽試験を三作にわたって実施した結果，一
作目ではアルファルファで生育が劣ったが，これは油分より塩分の影響によるものと考え
られ，油汚染土を一作目によって十分に植生が生育できるまでに処理できると判断した。 
 圃場実験一作目の供試土壌および栽培植物の成分検査を行い，処理土を緑化基盤材とし
て利用した場合の安全性の評価を行った。その結果，バイオレメディエーション処理後の
土に植栽を行っても，植物体内には有害成分は移行せず，また集積することもないと判断
された。 
  バイオレメディエーション処理土を用いた三作目の植栽試験の結果から，砂漠自然土
を上回る植物の生育が認められ，処理土が緑化用地盤として優れていることがあらためて
確認できた。処理土の物理性は，無処理土と比較して透水性と保水性の両者で優れている
ことが分かった。また，砂漠自然土と比較しても，軽汚染処理土はその両者で優れている
ことが明らかとなり，バイオレメディエーション処理によって土壌の物理性が改良されて
いるといえた。 
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第６章 浄化処理土を用いた植栽試験 
 
6.1 はじめに 
 先の湾岸戦争における流出原油による油汚染土の修復に関連して，クウェート現地にお
いて，バイオレメディエーション実証試験を実施してきた。前章までに各種バイオレメデ
ィエーションの適用性を明らかにするとともに，浄化処理土を用いた三作にわたる植栽試
験によってバイオレメディエーション処理土が十分植物が生育できるまでに修復されたこ
とを証明できた。 
 バイオレメディエーションによる浄化処理土は砂漠自然土に比べて有機物および栄養塩
類が多く含まれており，これを国土の緑化に利用するのが有効であると考えられた。そこ
で，同国で一般的に植栽されている砂漠植物のポット試験を実施し，砂漠の気候に適応し
つつ浄化処理土に旺盛に生育する植物種を選抜した。その結果に基づき，現地でバイオレ
メディエーション処理土を用いた 50m×60m の大規模植栽実証試験区を造成し，上記で選
抜された植物などを植栽し，２年半にわたり生育のモニタリングを行った。 
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6.2 砂漠植物の選抜ポット試験 
6.2.1 試験内容と方法 
（１）供試土と供試植物 
 浄化処理土としては，３章で報告した油汚染土のバイオレメディエーション実証実験に
おけるランドファーミング（畑耕耘）方式で１２ヵ月間処理された中汚染土を用い，対照
土として砂漠自然土を使用した。浄化処理土の TPH は 0.72 %，電気伝導度（土：水＝1：
2）は 56 mS/m であった。上記の浄化処理土 100%，砂漠自然土 100%および両者の混合土
（浄化処理土 50%+砂漠自然土 50%）を調製し供試土とした。選抜対象の砂漠植物として
は表-6.2.1 に示す木本類を主体にクウェート国で一般に栽培されている２５種類の植物を
用いた。 
学名 和名
高木類 Acacia  arabica ｱﾗﾋﾞｱｺﾞﾑﾉｷﾓﾄﾞｷ
Acasia  tortilis
Casuarina  equisetifolia ﾄｷﾜｷﾞｭﾘｭｳ
Conocarpus  lancifolia
Eucalyptus  camaldulensis ﾕｰｶﾘ
Prosopis  cineraria
Prosopis  juliflora ｷｬﾍﾞ
Tamarix  chinensis  Lour ｷﾞｮﾘｭｳ
Punica  granatum ｻﾞｸﾛ
Zizyphus  jujuba ﾅﾂﾒ
Olea ｵﾘｰﾌﾞ
Albizzia  lebbek ﾋﾞﾙﾏﾈﾑﾉｷ
Azadirachta  indica ｲﾝﾄﾞｾﾝﾀﾞﾝ
Ficus  infectoria
Ficus  nitida ｶﾞｼﾞｭﾏﾙ
Terminaria  cattapa ﾓﾓﾀﾏﾅ
低木類 Caesalpinia  pulcherrima ｵｵｺﾁｮｳ
Calistemon  lanceolatus ﾊﾅﾏｷ
Clerodendron  inerme ｲﾎﾞﾀｸｻｷﾞ
Dodonia  viscosa ﾊｳﾁﾜﾉｷ
Nerium  oleander  L. ｷｮｳﾁｸﾄｳ
Parkinsonia  aculeata
Thevetia  peruviana ｷﾊﾞﾅｷｮｳﾁｸﾄｳ
Rosmarinus offiofficinalis ﾛｰｽﾞﾏﾘｰ
草本類 Pennisetum  divisium
図-6.2.1 供試植物種一覧 
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（２）ポット試験 
 供試土は 20cm 径，深さ 15cm のポットに採取し，ポットの底には砂利を敷いて排水性を
確保した。あらかじめ重量，長さ等を測定した植物を，写真-6.2.1 に示すように１ポットに
対して１株ずつ移植し，各々２連で栽培した。施肥は，所定量を液肥として加えた。試験
は７月に開始し，試験開始から約４ヵ月間，植え傷みを考慮し，温度コントロールの出来
る温室内において維持管理した。その後は遮光ネットの張られた育苗施設で試験を継続し，
翌年の夏季には屋外で管理した。試験は約１３ヵ月継続し，植物の生長を観察するととも
に，経時的に生長量を測定した。 
写真-6.2.1 砂漠植物の選抜ポット試験 (Nerium oleander L.) 
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6.2.2 試験結果と考察 
（１）各種植物の生長量 
 植物の生長を経時的にモニタリングした結果の一部を図-6.2.1～図-6.2.5 に示した。同図
は２連の平均値で示している。代表的な植物についての生育状況を以下に述べる。
Eucalyptus camaldulensis は試験期間を通じて浄化処理土で砂漠自然土と同等に優れた生
育を示し，夏季に野外で管理したことによる暑さの影響は認められなかった。Carissa 
grandiflora は浄化処理土および混合土のポットで砂漠自然土に比べて生育が劣ったが，暑
さによる影響は認められなかった。Parkinsonia aculeata は浄化処理土で生育が劣り枯死
したのに対し，砂漠自然土では暑さによる影響はなく，混合土では両者の中間的な生育を
示した。Callistemon  lanceolatus は浄化処理土において比較的よく生育したが，暑さに
よる影響で枯死する傾向が認められた。Punica granatum は処理土で生育が劣り早期に枯
死したのに対し，砂漠自然土および混合土のポットでは生育したものの低調であった。
Caesalpinia  pulcherrima は浄化処理土および混合土において砂漠自然土に比べて劣るも
のの生育はしていた。しかしその後の夏季の暑さの中で多くは枯死した。 
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図-6.2.1 砂漠植物の生長量測定結果（１）(n=2) 
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図-6.2.2 砂漠植物の生長量測定結果（２）(n=2) 
図-6.2.3 砂漠植物の生長量測定結果（３）(n=2) 
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図-6.2.4 砂漠植物の生長量測定結果（４）(n=2) 
図-6.2.5 砂漠植物の生長量測定結果（５）(n=2) 
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（２）供試植物の油汚染土への耐性の評価 
 上述したような生育状況を踏まえて，砂漠自然土に対する浄化処理土の生育の違いを油
汚染土への耐性とし３段階で評価するとともに，夏季の暑さへの耐性も同じく３段階で評
価し，その両面から供試植物を分類した。その結果を表-6.2.2 に示した。図-6.2.1～図-6.2.5
に例示した植物は同表の異なるブロックに分類されている。 
 同表で暑さに強く，油汚染土にも強い Eucalyptus camaldulensis, Zizypus jujuba, Ficus 
infectoria, Clerodendron inerme, Nerium oleander L., Prosopis juliflora, Pennisetum 
divisium は，乾燥地の油汚染処理土を用いた緑化に極めて有望である。Albizzia lebbek, 
Terminaria cattapa, Calistemin lanceolatus, Rosmarinus officinalis は暑さに弱いが油汚
染土に強く，乾燥地以外で使用する植物として有望であると言えた。 
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図-6.2.2 試験結果に基づく供試植物の分類 
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6.3 大規模植栽実証試験 
6.3.1 試験内容と方法 
 6.2 の選抜試験の結果を受けて，本試験では，バイオレメディエーションで処理された土
を緑化基盤材に活用できるかについて現地で実際に植栽し，長期的，総合的に評価した。
供試土は，ランドファーミング方式で１５ヵ月間処理した中汚染処理土および軽汚染処理
土を混合したものである。表-6.2.2 で油汚染土に強く，暑さにも強いと判定された木本類か
ら６種類，それに準ずるもの３種類を用いた。さらにクウェート国の緑化専門家が推奨す
る木本類８種類を含め，全部で 17 種類を用いた。グランドカバー類および草本類は木本類
の間隙を充填するように造成した。浄化処理土は現地の砂漠自然土の上に 30cm の厚さとな
るように敷き，試験区の面積は 50m×60m とした。試験区の各植物には所定量の肥料を１
月に１回の頻度で与え，灌水はスプリンクラーおよびドリップにて行い，２年半の維持管
理を続けた。モニタリングは，３ヵ月に１度の間隔で樹高，根元直径，枝張りを測定した。
調査は同一種の中から平均的に生育している５個体を選び，それを継続した。 
6.3.2 試験結果と考察 
 写真-6.3.1 に試験区造成時からの現地の状況を示す。植栽したものが順調に生育している
ことが写真からも明らかである。図-6.3.1～図-6.3.2 には高木の Zizypus jujuba(ﾅﾂﾒ)と低木
の Nerium oleander(ｷｮｳﾁｸﾄｳ)の生育状況を示す。これらは樹高，根元直径，枝張りに関し
て順調に生育していることがわかる。図示しないが，高木および低木の樹高，根元直径，
枝張りに関して，Yucca. spp.(ﾕｯｶ)の生育が劣り，グランドカバー類のうち Lampranmthus 
aurantiacus は夏季の暑さで枯死するものが多く認められた。それ以外は，表-6.2.2 で選抜
した植物種をはじめとしてすべて良好に生育し，選抜試験を行わなかった植物種の中でも，
Phoenix dactylifera (ﾅﾂﾒﾔｼ)，Atriprex spp. (ﾊﾅｱｶｻﾞ）など順調に生育するものもが認めら
れた。 
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1999 年 2 月 
写真-6.3.1 大規模植栽試験区における生育状況 
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図-6.3.1 植物生長量測定結果の例（１） 
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図-6.3.2 植物生長量測定結果の例（２） 
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6.4 まとめ 
 油汚染土のバイオレメディエーションによる浄化処理土の植栽への適用を進めるために，
クウェート国で一般に用いられる砂漠植物 20数種につて浄化処理土のポット試験および現
地大規模植栽試験の両者で検討した結果以下のことが明かとなった。 
 
（１）バイオレメディエーションによる浄化処理土において砂漠自然土と同等に生育し，
しかもクウェート国の夏季の暑さにも耐性を持つ植物が約 10 種類ほど選抜された。 
（２）現地大規模植栽試験による長期的な生育のモニタリングの結果，多くの砂漠植物が
厳しい気候条件の下で，バイオレメディエーション処理土上で安定に生育することが明か
となった。本研究で選抜された植物を積極的に利用することで，油汚染土をクウェート国
の緑化基盤材として活用することが十分可能である。 
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第７章 総合考察 
 
 以上の結果と考察をもとに，いくつかの要点について，既往の研究を踏まえて総合的に考
察を加えた。 
（１）無機栄養分としての肥料の配合に関して 
 室内試験において，油汚染土の分解性の評価を行った結果，油分含有量 5～6％の汚染土
の場合，そのまま放置したのでは微生物による分解はほとんど進行しないが，肥料分の添
加，水分の適切な維持によって，汚染土中の土着の油分解菌の活性が上がり，油の微生物
分解が進行した。 
 肥料分の必要添加量に関しては，多くの報告がなされている。微生物細胞の構成成分の
研究から 19)，細胞の化学式はほぼ「C5H7O2N+微量の多元素」という形で表され，微生物
が必要とする元素の比率は，構成する元素の比率とほぼ等しいといわれている 5)。一般に土
壌微生物の C/N 比は 10 であるといわれているが 20），油分の炭素の中にはほとんど分解し
ない成分や難分解成分があるので，最適な C/N 比は 10 より大きくなり，C/N=60 が最適で
あったとしている研究例もある 21）。土の C/N 比として 14 となるように窒素分を添加して
管理を行う報告もされている 22）。土の C/N 比を調べ 20 を上回ったら人為的に窒素分を添
加する必要があると指摘している報告もある 23）。このように，石油系の炭化水素のバイオ
レメディエーションに限っても，既往の報告における CN 比の範囲は大きいといえる。こ
れは油分の形態の違い，温度などの環境条件の違いによるものと考えられる。 
 本研究の室内試験において，土の TPH が 5.47％であり，油分の中の炭素割合を 80％と
すると炭素の割合は 4.4％と計算される。（なお CN コーダによる全炭素は，炭酸カルシウ
ム由来の炭素が含まれるので数値は用いないこととする。）これに対して，土壌由来の窒素
および肥料中の窒素をあわせると，0.055%～0.129%を加えており，これは C/N 比として
34～78 の間にある。肥料の添加が最も少ない C/N 比 78 においても良好に分解していた。
第３章で述べた石油中の脂肪族成分と芳香族成分の約 60％がバイオレメディエーション可
能であると仮定すれば，分解可能な炭素と窒素の C/N 比は 20～47 となる。いずれにせよ，
室内試験の結果からは，既往の研究に比べて窒素添加量は少量でも良好に分解するといえ
た。 
 一方，現地実証試験においては，窒素分を加え，コンポストを合わせて C/N 比として約
15 と室内試験より小さくした。これは現地においては散水に伴う流亡があり，また，好気
条件は保っているものの，脱窒による窒素分の揮散も考えられたからである 24)。実際，ア
ンモニア態窒素，硝酸態窒素両者とも 12 ヵ月経過後には消費され，土壌から検出されなく
なり，再度同量の肥料の添加を行った。このように，クウェート国のように高気温になり，
成分が流亡しやすい砂質土の場合，室内試験より安全側を見て，肥料の添加量を考える必
要があると考えられる。 
 一方，リンについても，土壌微生物の C/P＝100 といわれており 20)，C：P＝70：1 とし
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ている例 6），C：P＝200～4000 としている例 10）などが報告されている。本研究では C/P
比は約 42 と上記より，多めにリンを添加している。これは第２章に前述のとおり，入手し
たリン肥料（過リン酸石灰）の水への溶解度が低かったことによる。C と水溶性 P の比は
約 330 であった。この添加量で，12 ヵ月後に水溶性のリンが検出されなくなり，窒素肥料
と同様に再添加を行った。この添加量でほぼ１年間維持できるといえた。 
 なお，窒素，リンの過剰な添加は，土壌および地下水の汚染を招く要因ともなるので，
定期的にモニタリングする必要性が示唆された。 
 
（２）コンポストの効果について 
 土の保水性を維持するのにコンポストは有用であり，土に対して 5%の添加でも効果が認
められた。一般に土へのコンポストなどの添加物は保水性の向上，微生物の担体，間隙の
維持，緩効性の栄養分（肥料）などの目的で加えられる 23)。本研究では，コンポストの保
水効果の検証を行い，また浄化処理土の物理性の評価から，間接的にではあるがコンポス
トの土壌物理性向上効果を明らかにした。シルト・粘土分を含まない砂漠土でバイオレメ
ディエーションを行う際には，必須の材料であると考えられる。実際，バイオレメディエ
ーション処理土を用いた三作目の植栽試験の結果から，砂漠自然土を上回る植物の生育が
認められ，処理土が緑化用地盤として優れていることがあらためて確認できた。これには，
処理土に加えたコンポスト・ウッドチップによる物理性（透水性と保水性の両者）の向上
によるところが大きいと考えられた。 
 
（３）各成分の分解と汚染土の処理目標について 
 ランドファーミング方式（畑方式），ウインドロ－パイル方式（高畝切り返し方式），ス
タティックパイル方式（高畝強制通気方式）の 3 方式によって現地実証試験を行った結果，
ランドファーミング区が最も分解が進んでおり。12 ヵ月後に脂肪族分の大部分が分解し，
芳香族分の 40～50%が分解した。油の画分を見た場合，脂肪族に関しては炭素数が 20 以下
の低分子成分の分解が進んでいた。芳香族に関しては，アセナフテン，フルオレン， フェ
ナントレン，フルオランテンの３環の成分は分解が進んだが。これに対して，ピレン・ベ
ンゾピレンについては分解が遅く，12 ヵ月後に半分が分解し，15 ヵ月後にはすべてが検出
限界以下となった。多環芳香族化合物の分解に関しては，バイオオーギュメンテーション
（分解微生物の添加）によって促進させる研究も報告されているが 25)，環数が大きくなる
とともに難分解になり，5環の化合物で 3ヵ月の処理で 20％未満の分解にとどまっていた。
４つ以上のベンゼン環を持つ多環芳香族炭化水素は，限られた種類の細菌によってしか分
解されないという報告 26）やクウェートの汚染土で 4 環のピレンは 90 日後で分解しなかっ
たという報告もある 27）。このように，環数の多い芳香族化合物の分解には一般に極めて時
間がかかり，分解するのは容易でないといえる。環数の多い化合物がかなり遅れて分解す
る理由として，残存する易分解の成分が分解されたのちでないと，分解微生物が難分解成
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分にアタックしないのではないかと推察される。 
 これらの多環芳香族化合物の中には発ガン性を示す物質もあり，分解に極めて時間がか
かるという面では問題がある。しかしながら，一方，本研究が対象とした油汚染土は戦争
による火災によって生成したものであり，一般の原油とは構成成分が異なる。通常，原油
中の芳香族成分は３環以下であると言われている。その意味で本研究で扱った汚染土中の
油成分は特殊なケースであるといえるであろう。 
 一方，クウェートの原油成分には毒性のあるといわれている含硫黄炭化水素であるベン
ゾチオフェン，ジベンゾチオフェンが多くに含まれている 28）,29) 。しかし，経時的に硫酸
イオン含有量が増加しており，これらが良好に分解して生成したものと考えられる。 
 本研究で扱った汚染土の浄化を実際に行う場合，植栽試験など多岐にわたるモニタリン
グの結果， TPH として２～４％程度油分を含んでいる汚染土の場合において，TPH とし
て１% 未満程度まで浄化を行えば，油膜，油臭は認められなくことはもちろん，変異原性
はなく，かつ植栽も可能な土となるといえる。したがって，その程度まで浄化を行えば，
目標は達成されると考えられる。ただし，初めから TPH として 1%未満の極めて軽度な汚
染土の場合，2～3 ヵ月のバイオレメディエーション処理を行うことで油膜，油臭がないレ
ベルまで浄化可能であると考えられる。 
 
（４） 推奨される浄化処理手法 
 本研究では３つの方式で実証試験を行った。ランドファーミング方式は分解速度が最も
大きく，その意味であり有利であった。一方，水消費量が大きく，また，専有面積が大き
いという点では不利である。また気温が低い場合には適用が難しいと考えられた。 
 両ソイルパイル方式はランドファーミング方式の 1/3 程度の水使用量であり，比較的節水
できる方法であるといえた。その中でスタティックパイル方式は，攪拌がない分，分解に
伴って発生する熱が蓄えられるので，我が国の冬季など，気温の比較的低い地域では有利
であると考えられる。また，微生物分解に伴う臭いの発生を回避するという観点からも有
利であると考えられた。本研究では送気法で試験を実施したが，パイルからの吸気法で行
い，排気ガスを脱臭処理することでより臭いの問題が解決されると考えられる。一方，本
方式は油分濃度が TPH として４％に近い中汚染土には適用が難しいと考えられた。 
 ウインドロ－パイル方式は，中汚染土クラスでも適用が可能であるが，夏季には１週間
に１度の頻度で重機を用いて切り返し作業を行う必要があり，作業の効率の面で劣ると考
えられた。 
 このように，実工事でバイオレメディエーションの方式を選定する際は，油分濃度，水
のコスト，気象条件などを総合的に評価することが必要であることが示唆された。 
  
（５）微生物モニタリングについて 
 現地実証試験においては，全菌数，糸状菌数，ヘキサデカン分解菌数の計測を継続して
 93 
行った結果，これらは，油分の分解に伴う土壌中の微生物活性をある程度反映していたが，
対応しない場合もあることがわかった。それに対し，酵素活性（デヒドロゲナーゼ活性）
の測定を現地の一部実験で行ったところ，油分の分解挙動とよく対応していた。 
 本研究では，現地とほぼ同等の条件による室内インキュベーション試験を行い，土壌呼
吸活性を測定した。土壌呼吸活性は土壌中の生物の活動の総体として表されるものであり
30），微生物の活性を把握するのに有用な方法であると考えられた。同時に，TTC 試薬と測
定原理的には同じであり，より感度が優れているとされる INT 試薬をもちいてデヒドロゲ
ナーゼ活性も測定した。その結果，土壌呼吸活性やデヒドロゲナーゼ活性は希釈平板法で
菌数を測定するのに比べて，より的確に微生物の動態を反映するものと考えられた。 
 一方，これらの方法は，測定には２日間を要し，迅速とはいえない。 
 今後，現場に維持管理に適用していくことを考えた場合，さらに短期間でモニタリング
できる技術が望まれる。FDA（Fluorescein Diacetate）を用いた簡易法などが報告されて
おり 31）今後検討していく予定である。 
 
（６）植栽試験に関して 
 浄化処理土の植物への適用性を評価するために，処理土での発芽試験を行った。その結
果，砂漠自然土に比較して若干劣ってはいるものの，バイオレメディエーション処理によ
って発芽率の回復してくることが確認できた。TPH としてほぼ 1%を下回ると，正常な発
芽が可能な範囲に回復してくると言えた。ディーゼル油に対する各植物の発芽の影響を調
査した報告によれば 32)，油分の揮発成分が発芽の阻害あるいは遅延に影響するとともに，
種子と土の間の物理的環境にも影響を与えるとされている。本研究においては油分の中に
揮発性成分はほとんどないが，土の物理性に影響を与えている可能性が大きいと考えられ
る。また，土壌中に過去に消火に用いた海水由来の塩分濃度の高いことが上げられた。す
なわち，油分と塩分の両者が影響していたと考えられる。 
 本研究で，植栽試験一作目においてアルファルファの生育が劣る結果となったが，これ
は，TPH の高い土は浄化処理土においても塩分濃度が高く，その影響によることが考えら
れた。植栽に伴い散水を実施したので，供試土の塩分濃度の低下が認められ，アルファル
ファの生育が二作目以降が良好となったのは，塩分の溶脱の影響が大きかったものと考え
られる。 
 圃場実験三作目の供試土壌および栽培植物の成分検査を行い，処理土を緑化基盤材とし
て利用した場合の安全性の評価を行った。その結果，バイオレメディエーション処理後の
土に植栽を行っても，植物体内には有害成分は移行せず，また集積することもないと判断
された。 
 ポット試験により，現地で一般的な砂漠植物のうち約 10 種類が浄化処理土で良好に生育
すると判定された。現地大規模植栽試験による長期的な生育のモニタリングの結果，これ
らの植物が厳しい気候条件の下で，バイオレメディエーション処理土上で安定に生育する
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ことが明らかとなった。本研究を踏まえ，油汚染土の浄化処理土をクウェート国の緑化基
盤材として積極的に有効活用することで，現地で進めようとしている緑化事業に役立つも
のと考えられる。 
 なお，植物の根圏微生物の活性を高め，油分の分解を促進するファイトレメディエーシ
ョンも研究開発が現在盛んに行われており，牧草類を利用してフェナントレン，フルオレ
ン，アントラセンなどの３環の芳香族炭化水素で分解が認められた例などがある 33), 34)。フ
ァイトレメディエーションは時間がかかるものの最もコストのかからない浄化技術の一つ
と考えられ，今後，現地においても適用できる可能性のある技術であると考えられる。 
 
（７）バイオオーギュメンテーション（微生物の接種）の可能性について 
 本研究では，土着の微生物の活性を上げるいわゆるバイオスティミュレーションという
方法で試験工事を行った。それに対し，実験室等で分解微生物を培養し，これを接種する
いわゆるバイオオーギュメンテーションの試みを数回行った 35), 36), 37) 。微生物として，白
色腐朽菌や芳香族の分解細菌の接種を行ったが，対照区と比べて分解速度の向上はなく，
接種の効果は認められなかった。 
 バイオオーギュメンテーションを実用しようとした場合，微生物の大量培養などに手間
がかかり，また，接種した微生物を土着菌との競争の中でいかに長く生存させていくか 38)
など，まだ解決すべき課題が多々あると考えられる。第２章ですでに述べたように，市販
の微生物製剤 11)と比べて土着菌は同様以上の分解活性を示した。油のように比較的易分解
であり，関与する微生物が多い場合にはバイオオーギュメンテーションは適用が難しいの
ではないかと思われる。 
 
 図-7.1 に当初に掲げた問題点のまとめを概念図にして示した。 
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○本当に土着菌が働くのか？   
 →特に菌を添加せずに分解が進み，土着菌の働くことが明らかになった。 
○栄養分はどのくらい必要か？ 
 →油分濃度が約 4％の汚染土で窒素として 3.2kg で，C/N 比として約 15 とし，10～
12 ヵ月で窒素分が消費された。 
○水分はどのくらい必要か？ 
 →8～15％（平均約 10％）で良好に管理できた。 
図-7.1 まとめ 
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概 要 
 
 1991 年の湾岸戦争によってクウェート国において発生した原油汚染土のバイオレメディ
エーションの現地実証試験を行った。 
 まず，バイオレメディエーションの実証試験を行ううえで，好気的微生物分解に必要と
される温度，水，肥料分がどの程度であるかを室内試験検討した結果，それぞれの必要条
件を把握することができた。保水性のない砂質土にコンポストを 5％加えることで，保水効
果が認められた。本対象土壌の場合，特別な分解菌を加えなくとも良好に微生物分解の可
能なことが明らかになった。 
 ランドファーミング方式（畑耕うん方式），ウインドロ－ソイルパイル方式（高畝切り返
し方式），スタティックソイルパイル方式（高畝強制通気方式）の３方式で試験工事を実施
した結果，ランドファーミング方式で油分濃度(TPH)が 4%→0.7%，2%→0.3%となった。
ウインローパイル方式で 4%→0.9%，スタティックパイル方式で 2% →0.4%となった。ラ
ンドファーミング方式が微生物分解の速度が速く優れていたが，一方，維持管理に要する
水量はソイルパイル方式に比べて大きく，油分濃度や実施環境によって方式を考慮する必
要性が示唆された。 
 油の画分を見た場合，脂肪族成分の 90％ほどが分解し，芳香族成分の 40～50％が分解す
ることが明らかになった。一方，レジン分，アスファルテン分は分解せず残留することが
わかった。。脂肪族では炭素数 20 以下の成分が分解されており，芳香族は 3 環以下は 6 ヵ
月で大部分が分解されたが，4 環以上で 12 ヵ月後でも残留していた。15 ヵ月後には分解さ
れた。 
 浄化処理土が安全なものかどうかを評価する一環として，変異原性試験を行った結果，
浄化処理土は３ヵ月の処理によって変異原性は陰性となり，バイオレメディエーション処
理の効果が認められた。 
 バイオレメディエーション実証試験工事および室内試験において各種の全菌数などの菌
数のモニタリングおよび酵素活性（デヒドロゲナーゼ活性），土壌呼吸活性の検討を行った
結果，土壌呼吸活性は油分の分解挙動と対応しており，良好な評価手法であるといえた。
簡便な比色で評価する酵素活性法も油分の分解挙動と対応しており，今後現地の維持管理
に適用できる可能性が示唆された。 
 浄化処理土を用いて植栽試験を行い，その刈り取り収量から浄化の評価を行った結果，
十分植物が生育できるレベルまでに修復されることが明らかになった。これは，処理土の
透水性および保水性が向上し，緑化用地盤として優れたものになったことを示している。
その一方で生育した植物体を分析し，石油由来成分の重金属類，芳香族成分の移行・蓄積
の可能性を調べたところ，これらは認められなかった。 
 さらに，作製させた浄化処理土の有効利用法の一環として，現地で一般的な砂漠植物を
対象に植栽試験を行ったところ，現地の温度環境で，浄化処理土で良好に生育する植物を
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選抜することができた。それらの植物を用いて現地大規模植栽試験による長期的な生育の
モニタリングを実施した結果，厳しい気候条件の下で，バイオレメディエーション処理土
上で安定に生育することが明かとなった。本研究で選抜された植物を積極的に利用するこ
とで，油汚染土をクウェート国の緑化基盤材として活用することが十分可能である。 
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Study on the bioremediation of oil-contaminated soil and 
the vegetation use of treated soil 
 
Abstract 
 
Large-scale field bioremediation experiments were carried in Kuwait desert 
to remediate oil-contaminated soil caused by Iraqi invasion during the 
Arabian Gulf War in 1991. Fundamental conditions suitable to the 
bioremediation were investigated. It became clear with adding necessary 
nutrients and maintaining appropriate moisture content, native oil 
degradable microorganisms in the soil became active and proceeded 
degradation. 
Then, a field experiment was carried out, using 1 ha of oil contaminated 
soil. Nutrients, compost and wood chips were added with two different  
kinds of oil-containing soils. Three different technologies were adopted; 
landfarming system, windrow composting system, and static bioventing 
system. About 80 % of aliphatic fraction and 40-50％ of aromatic fraction of  
landfarming plots were degraded after 9 months, but resin and asphaltene 
fractions were not degraded. 
Vegetation experiments were carried out using 15-months' bioremediated 
soil, then the yield was almost within the normal range so the treated soil 
had been sufficiently restored for vegetation use. From the plant analysis 
after vegetation, it was clear that the uptake of poly nuclear aromatic 
hydrocarbons, sulfur and heavy metals were negligibly small.  
The soil physical characteristics were tested, then the bioremediated soil 
were improved on the permeability and water holding capacity to compared 
with that of non-treated soil and native desert soil. As a result, it became 
clear that bioremediation-treated soil could be utilized for desert plants. 
The soil respiration test was effective for the estimation of microbial 
activity. On the other hand, the dehydrogenase activity had good correlation 
with oil degradability, so there is a possibility that the monitoring the 
dehydrogenase activity could be an easy procedure to assese the microbial 
activity. 
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